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研究要旨

研究目的：今後、我が国をはじめ、諸外国で例を見ないスピードで高齢化が進行し、地域

包括ケアシステムの構築が急がれている中で、医療や介護、福祉分野のさまざまなビック

データを ICF、ICD、ICHI 等を元にマッピングし、世界の保健情報システムの構築推進に

向けた施策を展開することが求められ、その実現のため ICF 項目を活用したデータの収集

方法や集められたデータの他データをリンケージする方法に関する研究が急ぎ必要であ

る。そこで本研究は、地域包括ケアシステムにおいて活用可能な多領域にまたがる ICF の

評価手法の確立に向けた基礎資料を提示するため、１）多領域における ICF を活用したデ

ータの収集・分析に基づく活用例の提示し、２）既存情報を活用した ICF の評価法の開発

を目的とする。

研究方法： 本研究課題では、多領域（医療、介護、障害、子ども子育ておよび教育）にお

ける ICF を活用したデータの収集・分析に基づく活用例の提示するための研究①～③、既

存情報を活用した ICF の評価法の開発を行うための研究④～⑥の６つの研究に取り組んで

いる。研究①では、医師、看護師、ケアマネジャーで組織される研究委員会を組織し、入

院時から退院時の情報伝達に活用可能な生活機能サマリー（ICF コアセット）の案を作成

した。また、医療機関、介護支援専門員を対象としたプレ調査の結果を参考に、実臨床で
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行う項目セット案の検討を実施した。研究②では障害福祉事業所に勤務する職員 3 名を対

象に、WHO-DAS2.0 の活用方法についてヒアリング調査を行うとともに、障害福祉事業所

における WHO-DAS の標準的な評価に向け、調査項目にかかわる生涯事業所の業務や利用

者の状況を聞き取り、障害者の特性や評価の例示をまとめ、評価マニュアルを作成した。

研究③では、どもの育ちを切れ目なく支える ICF を活用した共通情報シート開発に向けた

基礎的研究として、現行の保育所の「健康」及び知的障害特別支援学校の「生活科」の内

容に着目し、それらと ICF の項目のマッピング作業を行った。 
研究④では、社会統計における ICF 活用方策の検討にあたり、文献レビューを実施し、ICF
をアウトカムとする研究がどの程度あるか（ICF をアウトカムとする研究：回帰モデルの

ように「説明変数」「目的変数」を意識した研究の目的変数に ICF が用いられているもの）

を調べるとともに、その内容について検討を行った。また、①生活困窮者支援、 ②障がい

者支援、 ③母子支援のそれぞれについて、 3 層 D-Plus モデルの評価マトリクスにそれぞ

れ指標をいれ、 ICF を用いて整理した。 
研究⑤では、ICF を中心に据えた生活機能情報の互換性について検討するため、入院リハ

ビリテーション を実施している患者を対象に ICF 一般セット 30 項目版と代表的な既存の

生活機能スケールである Functional Independence Measure(FIM)を用いた多施設の調査

を行った。調査の結果から、それぞれの点数分布の検討に加え、先行研究における手法を

参考に、Rasch 分析を用いて点数を相互に変換できる点数変換表の作成を試みた。本検討

では、30 項目のうち欠損値が少ないと報告のある 23 項目の項目セットを検討に用いた。 
研究⑥では、ICF の視点から物的側面や社会的側面を含む「環境因子」がどの程度評価尺

度の項目に含まれているのかを分析し、今後の「活動と参加」、「身体構造（s）」、「心身機能

（b）」と「環境因子」の関連と評価に関する基礎資料とすることを目的とし、37 の評価尺

度と、地域包括ケアに関連する要介護認定、老研式活動能力指標 TMIG-index（Tokyo 
Metropolitan Institute of Gerontology-index）、認知機能検査の MMSE（Mini-Mental 
State Examination）、ZARIT 介護負担尺度の 4 つの評価尺度を用いて、それぞれの評価尺

度について ICF のコーディングを実施し、評価尺度の構造について分析を行った。 
結果及び考察：研究①については、入院時から退院時の情報伝達に活用可能な生活機能サ

マリー（ICF コアセット）案を含む退院時情報連携様式と評価基準を作成した。プレ調査

を通じて、臨床的な妥当性が一定程度確認された。しかしながら、次年度におけるフィー

ルド調査実施にあたっては、ヒアリング調査の内容を反映した様式の記入要領と情報活用

の手引きをまとめることが必要と考えられ、また、次年度実施予定の医療機関等を対象と

したフィールドテストを踏まえた、ICF コアセット（生活機能サマリー）の妥当性のさら

なる検証が必要と考えられる。 
研究②については、本研究の結果、WHO－DAS の結果のケアマネジメントや、サービス

利用時の適性判断等（スクリーニング）に活用できる可能性が示唆された。今後は、今年

度開発した障害福祉事業所用の評価マニュアルを活用し、フィールドテストを実施し、
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WHO-DAS2.0 の評価結果と支援の関係性を分析する予定である。 
研究③については、今回，子どもの育ちを切れ目なく支える ICF を活用した共通情報シ

ート開発に向けた基礎的研究として、「健康」と「生活科」の内容と ICF の項目のマッピン

グ作業を行ったところ、「活動と参加」の「学習と知識の応用」や「セルフケア」を中心に

分類項目が抽出された。今後、これらを踏まえて共通情報シート開発に向けた調査票を作

成し、保育士や特別支援学校教員の協力を得て、実証を行う予定である。

研究④については、文献研究の結果、ICF を福祉研究におけるアウトカムとする研究は

正味 1 件（高齢者の研究）であった。使いやすいような指標などの整備が必要と考えられ

た。2017 年ごろより ICF をアウトカムとする研究が現れている。今後国内においても ICF
を活用した研究を進める必要性が示唆された。ICF を活用した評価及びデータ活用により、

地域包括ケアシステムにおいて活用可能な多領域にまたがる評価手法の確立の推進及び生

活の質の向上の促進の観点から、 より広く「福祉」領域における評価を、ICF を用いて確

立できないかの検討を行った。また、①生活困窮者支援、②障がい者支援、③母子支援の

それぞれについて、3 層 D-Plus モデルの評価マトリクスにそれぞれ指標をいれ、ICF を用

いて整理した。今後の課題として、3 つの領域(行政、施設、個人)の比較検討し、違いと共

通要素を明らかにすることで、 プロセスの内容を詳細に検討し、アウトカムで出てきてい

る D に対応する支援の可視化(ICF で表現できるかを検討)することが重要と考えられた。 
研究⑤については、本研究では、ICF に基づく評価表と、既存の評価表として広く臨床

現場で使用されている FIM との換算表を作成した。このことにより、臨床における生活機

能の情報の相互比較をより簡便にできるようになることが期待される。

研究⑥については、地域包括ケアに関連のある評価尺度の要介護認定は、「心身機能」、「身

体構造」「活動と参加」のコードが多くを占めていた。TMIG-index は、「活動と参加」のコ

ードのみであった。MMSE は、「心身機能」のみで構成されていた。ZARIT は、「心身機能」、

「活動と参加」、「環境因子」から構成されていたが、ICF コードを定義できない項目も多

かった。今回分析を行った評価尺度の多くは「環境因子」は含まれていなかった。そのた

め、個人の「活動と参加」を評価する際は、「環境因子」をプラスした実行状況の評価方法

が必要である。さらに、「環境因子」は促進因子にも阻害因子にもなりうるものであり、対

象者にとって活動と参加に影響を与える因子を適切に抽出することが求められる。

結論：今年度は、研究①～③では、ICF を多領域で活用するために評価ツールの開発に関

する研究、研究④～⑥では既存情報を活用するための方法論の検討に関する研究が実施さ

れた。2021 年度は、今年度開発したツールを活用して、医療分野、障害分野、保育・教育

分野において、ある程度の規模のフィールドトライアルの実施を予定している。また、今

年度活用した既存情報の活用法を試行的に適用し、既存情報からの ICF へのリコードを行

う予定である。これらの研究をもとに研究目的である１）多領域における ICF を活用した

データの収集・分析に基づく活用例の提示、２）既存情報を活用した ICF の評価法の開発

を進めていくことを予定している。 
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A．研究目的 
現在、国内における ICF を用いた研究は、

その概念を活用した調査項目や研究や実践

の整理が多い一方で、ICF の項目や評価ル

ー ル を 用 い る ICF コ ア セ ッ ト や

WHO-DAS2.0 を活用した研究も散見され

るが、国内における統一的なルールの提示

には至っていない 1。 
今後、我が国をはじめ、諸外国で例を見

ないスピードで高齢化が進行し、地域包括

ケアシステムの構築が急がれている 2,3中で、

医療や介護、福祉分野のさまざまなビック

データを ICF、ICD、ICHI 等を元にマッピ

ングし、世界の保健情報システムの構築推

進に向けた施策を展開することが求められ、

その実現のため ICF 項目を活用したデータ

の収集方法や集められたデータの他データ

をリンケージする方法に関する研究が急ぎ

必要である。 
そこで本研究は、地域包括ケアシステム

において活用可能な多領域にまたがる ICF
の評価手法の確立に向けた基礎資料を提示

するため、１）多領域における ICF を活用

したデータの収集・分析に基づく活用例の

提示し、２）既存情報を活用した ICF の評

価法の開発を目的とする。 
 

B．研究方法 

1 大夛賀 政昭．国際生活機能分類（ICF）
をめぐる状況と活用にむけた展望．保健医

療科学 67(5), 480-490, 2018 
2 筒井孝子．地域包括ケアシステムの構築

に向けたマネジメント戦略．中央法規，東

京，2015 
3 筒井孝子．地域包括ケアシステムの深化．

中央法規，東京，2019 

本研究課題では、多領域（医療、介護、

障害、子ども子育ておよび教育）における

ICF を活用したデータの収集・分析に基づ

く活用例の提示するために研究①～③、既

存情報を活用した ICF の評価法の開発を行

うために研究④～⑥の６つの研究に取り組

んでいる。 
 

研究①地域包括ケアで活用する ICFコアセ

ット（生活機能サマリー）の検討 
医師、看護師、ケアマネジャーで組織さ

れる研究委員会を組織し、入院時から退院

時の情報伝達に活用可能な生活機能サマリ

ー（ICF コアセット）の案を作成した。 
また、医師、看護師、介護支援専門員 6

名を対象とした ICF コアセットおよび

ICD-11 v章の試行評価の結果を参考に様式

の修正や改善方策の検討を実施した。 
 
研究②WHO-DAS2.0 の活用方法の検討 
１）WHO-DAS2.0 の活用方法に関する職

員へのヒアリング調査 
障害福祉事業所に勤務する職員 3 名を対

象に、WHO-DAS2.0 の活用方法についてヒ

アリング調査を行った。 
 

２）障害福祉事業所における評価マニュア

ルの開発 
障害福祉事業所における WHO-DAS の

標準的な評価に向け、調査項目にかかわる

生涯事業所の業務や利用者の状況を聞き取

り、障害者の特性や評価の例示をまとめ、

評価マニュアルを作成した。 
 
研究③子どもの育ちを切れ目なく支える支
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援への ICF 評価の活用方法の検討 
子どもの育ちを切れ目なく支える ICF を

活用した共通情報シート開発に向けた基礎

的研究として、保育所の「健康」の内容「保

育士等や友達と触れ合い、安定感をもって

行動する」他の全 10 項目、及び「生活科」

の内容「基本的生活習慣」他全 12 項目の第

1～3 段階中の第 1 段階の記述内容と

ICF-CY の項目について、マッピング作業

を行った． 
マッピング後、①記述内容に直接関わる

と判断された「活動と参加」第２レベル項

目（中心項目）、②記述内容の背景にある基

礎的な内容と判断された「活動と参加」第

２レベル項目」（基礎項目）、③関連する「活

動と参加」詳細項目（詳細項目）、④「活動

と参加」以外の項目（関連項目）の 4 つに

分類し、主に①と②の項目を一覧として抽

出した。なお、一連の作業は研究者 3 名に

よる合議のもとで行った。 
 

研究④社会統計における ICF 活用方策およ

び福祉領域における ICF を用いた評価の検

討 

社会統計における ICF 活用方策の検討に

あたり、文献レビューを実施し、サービス

評価モデルへの活用可能性を検討した。 

論文検索エンジン PUBMEDにおいて、検索

語を次のようにおき,  

A： “International classification of 

functioning, disability, and health” 

B ：“WHO-DAS” OR “WHO DAS” OR “WHODAS”  

C ：レビュー論文でない(「not review」) 

D ：臨床研究でない(「not clinical」) 

E ：疾患研究ではない(「NOT (disease OR 

surgery OR injury)」) 

F：わが国に関する研究「Japan」 

G：福祉研究である「 (elderly OR disab* OR 

poverty)」 

のキーワードから ABCDEFGで検索し、  

[1] A～Fの共通部分の検索、 

[2] A～Gの共通部分の検索、 

[3] elderly, disab*, povertyごとの比較 

[4] 臨床系を除かない場合(Dを外した場合) 

[5] 福祉研究として (welfare OR “social 

security”)を A-Fの検索結果に加えた場合 

[6] 日本の研究の状況 

上記のルールに従って、文献検索を実施

し、ICFをアウトカムとする研究がどの程

度あるか（ICFをアウトカムとする研究：

回帰モデルのように「説明変数」「目的変数」

を意識した研究の目的変数に ICFが用いら

れているもの）を調べるとともに、その内

容について検討を行った。 

また、①生活困窮者支援、 ②障がい者支

援、 ③母子支援のそれぞれについて、 3
層 D-Plus モデルの評価マトリクスにそれ

ぞれ指標をいれ、 ICF を用いて整理した。 
 

研究⑤既存情報を用いた ICFリコードの検

討 
 これまでに、平成30年度厚生労働科学研

究費補助金政策科学総合研究事業「医療・

介護連携を促進するための国際生活機能

分類を用いた評価と情報共有の仕組みの構

築」［研究代表者：向野雅彦］において、ICF

一般セット（30項目版）を対象とした、採点リ

ファレンスガイド等を含む評価点の評価ツー

ルが作成されている。ICFを中心に据えた生

活機能情報の互換性について検討するた

め、入院リハビリテーション を実施している

患者を対象にこのICF一般セット30項目版と
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代表的な既存の生活機能スケールであるFu

nctional Independence Measure(FIM)を用

いた多施設の調査を行った。調査の結果か

ら、それぞれの点数分布の検討に加え、先

行研究における手法を参考に、Rasch分析

を用いて点数を相互に変換できる点数変換

表の作成を試みた。 

なお、先行研究において、ICF一般セット

30項目版を入院患者に適用した場合、欠損

値が多数生じることが報告されている[3]。そ

のため、本検討では、30項目のうち欠損値

が少ないと報告のある23項目の項目セット

（以下入院セット）を検討に用いた。 

 

研究⑥地域包括ケアで活用する ICFコアセ

ットの検討 
ICF の視点から物的側面や社会的側面を

含む「環境因子」がどの程度評価尺度の項

目に含まれているのかを分析し、今後の「活

動と参加」、「身体構造（s）」、「心身機能（b）」
と「環境因子」の関連と評価に関する基礎

資料とすることを目的とし、37 の評価尺度

と、地域包括ケアに関連する要介護認定、

老研式活動能力指標 TMIG-index（Tokyo 
Metropolitan Institute of 
Gerontology-index）、認知機能検査の

MMSE（Mini-Mental State Examination）、
ZARIT介護負担尺度の 4つの評価尺度を用

いて、それぞれの評価尺度について ICF の

コーディングを実施し、評価尺度の構造に

ついて分析を行った。 

 

C．研究結果 

研究①地域包括ケアで活用する ICFコアセ

ット（生活機能サマリー）の検討 
研究委員会にて、退院・退所加算様式を

ベースとし、入院時情報連携加算、看護必

要度、DPC 様式１との関連性にて、加除を

行い、入院時から退院時の情報伝達に活用

可能な生活機能サマリー（ICF コアセット）

案を作成した。 
図表１ 生活機能サマリー（ICF コアセット）案 

視力 聴力
注意機能 話言葉の理解
基礎的学習 会話
排尿機能 排便機能
座位保持 立位保持
移動 歩行
食べること 更衣
自分の体を洗う 健康に注意すること
見知らぬ人に対応できる 意思決定
日々の仕事または学校に通う レクリエーション及びレジャー

0-4%

0：問題なし 1：軽度の問題 2：中等度の問題 3：重度の問題 4：完全な問題

5-24% 25-49% 50-95% 96-100%

8：詳細不明

9：非該当

0-4%

0：問題なし 1：軽度の問題 2：中等度の問題 3：重度の問題 4：完全な問題

5-24% 25-49% 50-95% 96-100%

8：詳細不明

9：非該当

 
 
また、これら項目については、向野が開

発した 4ICF リハセットの採点用リファレ

ンスガイドを基に評価基準を作成した。 
さらにこれらの生活機能サマリー（ICF

コアセット）を組み込む形で、医療機関か

ら退院時に共有すべき情報をまとめる形で

退院時情報記録書の案を作成した。 
図表２ 退院時情報記録書の案 

１．基本情報・現在の状態　等 記入日：　　　　　　　年　　　　月　　　　日

フリガナ 性別 年齢
氏名 　男・ 女 　歳

家族情報

入院原因疾患
(入所目的等）
入院・入所先
今後の医学管理 医療機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 方法

症状・病状の予後・予測

生活機能の視点

視力 聴力
注意機能 話言葉の理解
基礎的学習 会話
排尿機能 排便機能
座位保持 立位保持
移動 歩行
食べること 更衣
自分の体を洗う 健康に注意すること
見知らぬ人に対応できる 意思決定
日々の仕事または学校に通う レクリエーション及びレジャー

移動手段 　□自立　　□歩行　　□杖 　□歩行器 　□車いす　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
排泄方法 　□トイレ　□ポータブル　□おむつ　　□カテーテル・ストーマ（　　　　　　　　　　）
入浴方法
食事形態 　□普通 　□経管栄養　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　 ）

嚥下機能（むせ）   □なし 義歯  □ なし　　□ あり(　部分　・　総　）
口腔清潔 　□良　　□不良　　□著しく不良 入院(所)中の使用：　□なし　□　あり　
睡　　眠 　□良好　　　□不良（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 眠剤使用　　 　□なし　　□あり

２．課題認識のための情報
医療処置の内容 □なし　　

　□点滴　　□酸素療法　　□喀痰吸引　　□気管切開　□胃ろう　　□経鼻栄養　　□経腸栄養　　
　□褥瘡　　□尿道カテーテル　□尿路ストーマ　□消化管ストーマ　□痛みコントロール
　□排便コントロール　　□自己注射（　　　　　）　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
交換頻度（　　　　　　　）次回交換（　　　　　　　　）

看護の視点 □なし　
　□血圧　　□水分制限　　□食事制限　　□食形態　　□嚥下　　□ 口腔ケア　　□清潔ケア　□麻痺・拘縮
　□血糖コントロール　　　□排泄　　　　□皮膚状態　□睡眠   　□認知機能・精神面   　　□服薬指導
　□療養上の指導（食事・水分・睡眠・清潔ケア・排泄 などにおける指導）　□ターミナル
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

薬剤管理の視点

精神面における
療養上の問題

（禁忌の内容／留意点）

３．退院に際しての本人・家族の状況

評価
＋
－

評価
＋
－

　
　
　
　
　
③
退
院
後
に
必
要
な
事
柄

5段階評価の記入にあ
たっては、評価基準シー
トを参照ください。

退院時情報記録書（案）

属
性

退院(所)時の要介護度  (□　要区分変更）
　　様 □要支援（　　）・ 要介護(　　)　　□申請中 　　□なし

世帯構成：同居（　　　　　　　　）・独居　、キーパーソン：　　　　　　　主介護者：　　　　　

安定（　　　　　）　不安定（　　　　　）

　□自立　□シャワー浴　 □一般浴　　□機械浴　　□清拭　　□行わず
UDF等の食形態区分

入
院
（
所
）
概
要

・入院(所)日：H　　年　　月　　日　　　・退院(所)予定日：H　　年　　月　日

施設名　　　　　　                            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　棟　　　　　　　　　　　室
　□通院　　□訪問診療

①
疾
患
と
入
院

(

所

)

中
の
状
況

現在治療中の疾患 ➀　　　　　　　　　　➁　　　　　　　　　　③ 疾患の状況
＊番号
記入

禁忌事項
（禁忌の有無）

□なし　　□あり

➁
受
け
止
め
/
意
向

＜本人＞病気、障害、後遺症等
の受け止め方

本人への病名告知　：□あり 　　□なし
評価

＜本人＞退院後の生活に関する
意向

評価

＜家族＞病気、障害、後遺症等の
受け止め方

評価

＜家族＞退院後の生活に関する
意向

退院に際しての生活の阻害因子
（心身状況･環境等）

心身状況・活動と参加 環境

退院後の生活の促進因子
（心身状況･環境等）

心身状況・活動と参加 環境

在宅復帰のために整えなければな
らない要件

　□ 処方通り服用　　　　　　□ 時々飲み忘れ　　　　　□飲み忘れが多い、処方が守られていない　　　　　□服薬拒否
　□ 自己管理　　　□ 他者による管理　（・管理者：　　　　　　　　　　　・管理方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□なし
　□幻視・幻聴　　□興奮　　□焦燥・不穏　　□妄想　　□暴力/攻撃性　　□介護への抵抗　　□不眠
　□昼夜逆転　　□徘徊　　□危険行為　　□不潔行為　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

評価

0-4%

0：問題なし 1：軽度の問題 2：中等度の問題 3：重度の問題 4：完全な問題

5-24% 25-49% 50-95% 96-100%

8：詳細不明

9：非該当

0-4%

0：問題なし 1：軽度の問題 2：中等度の問題 3：重度の問題 4：完全な問題

5-24% 25-49% 50-95% 96-100%

8：詳細不明

9：非該当

 

4 向野雅彦（2017）ICF に基づく包括的か

つ実用的な 生活機能評価システムの構築．

第 6 回 ICF シンポジウム資料 

8



これらをもとに介護支援専門員等 22 名

に対して、試行評価および実際に評価可能

か、支援に活用可能な情報になっているか

について、ヒアリング調査を行ったところ、

「ICF の障害の程度の数直線と評価基準が

並列すると混乱する。」「生活機能サマリー

が ICF に基づいて作成されている意図の解

説が必要。」、「医療機関から在宅療養環境整

備に向けた調整に向けた情報は網羅されて

いる。」、「評価のいつ実施するのかが重要。」

といった意見が得られた。 
 
研究②WHO-DAS2.0 の活用方法の検討 
１）WHO-DAS2.0 の活用方法に関する職

員へのヒアリング調査 
WHO-DAS2.0 の活用方法については、

「職員による支援の質に差があり、利用者

の情報を共通の視点で共有することにより、

支援の視点を職員間あるいは利用者とも共

有できる」といった意見や「個別支援計画

を立案しているが定性的な情報が多い。  
WHO-DASをアセスメントツールとして

活用することで、定量的な支援目標の設定

が可能になる」といったケアマネジメント

への活用について意見があった。 
 また、現状において「サービスの適性判

断は、利用してからの状況をみて判断して

いるため、入所時のアセスメントによって

ある程度どの障害サービスがその利用に適

用されるべきかの基準が定量的に示される

とよいのではないか」というスクリーニン

グへの活用についての意見もあった。 
 
２）障害福祉事業所における評価マニュア

ルの開発 
WHO-DAS評価を定期的に実施している

事業所の協力を得て、障害福祉事業所利用

者の特性を鑑みて、基本的考え方や採点基

準をまとめた評価マニュアルを作成した。 
WHO-DAS評価において重要な健康状態

の考え方について、健康状態の評価の視点

について説明した文章をまとめた。 
また、設問ごとに障害福祉事業所の状況

を設定し、評価基準を設定し、サービス種

別ごとの例示も示した。 

 

図表３ 評価マニュアルの例 

 
 
研究③子どもの育ちを切れ目なく支える支

援への ICF 評価の活用方法の検討 
ICF 項目へのマッピングの作業の結果、

「健康」では、「d133 言語の習得」他，計

57 項目が抽出された。 
「生活科」では、「d550 食べること」他，

中心項目では計 14 項目、基礎項目では 11
項目、関連項目 7 項目、計 32 項目が抽出さ

れた。 
また、それぞれに共通した項目は、「学習

と知識の応用」や「セルフケア」等に関す

る 8 項目が抽出された。 
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図表４ 共通した 8 項目の内容 

d230 日課の遂行
d530 排泄
d540 更衣
d550 食べること
d560 飲むこと
d571 安全に注意すること
d710 基本的な対人関係
d880 遊びにたずさわること

共通項目

 
 

研究④社会統計における ICF活用方策およ

び福祉領域における ICFを用いた評価の検

討 

設定したルールに基づいて、検索を行っ

た結果、以下のような結果となった。 

[1]  (A OR B)  AND C AND D AND E AND F :               

13件 (E 12件 J 1件) 筆頭著者 日本人 11

件, 外国人 2件  

[2]  (A OR B)  AND C AND D AND E AND F AND 

G :  13 件 (E 12 件 J 1 件) 筆頭著者 日

本人 11 件, 外国人 2件  

[3] elderly(13件)、 disab(12件)*は、ほ

ぼ同じ件数(13件),  poverty（0件) 

 [4] 臨床系論文を加えると、論文数を除か

ない場合(D を外した場合)、件数がほぼ倍

化する（24 件) 

 [5] 福 祉 研 究 と し て  (welfare OR 

“social security”)を A～Fの検索結果に

加えた場合, 件数が大きく減少した（４件) 

 [6] 日本発の研究は全体の 1.5%程度 

 
また、①生活困窮者支援、 ②障がい者支

援、 ③母子支援のそれぞれについて、 3
層 D-Plus モデルの評価マトリクスにそれ

ぞれ指標をいれ、 ICF を用いて整理し、表

にまとめた。 
 

研究⑤既存情報を用いた ICFリコードの検

討 
フィールドテストには20施設（急性期病院5

施設、回復期病院17施設：両方の病棟を持つ

施設の重複あり）が参加し、計1102名のデータ

が得られた。基礎情報および点数分布を資料

1に示す。患者の平均年齢は77±29歳、性別

は男性499名/女性603名、発症からの期間は

中央値 57日（1-417日）であった。回復期リハ

ビリテーション病棟の患者が多いことを反映し、

患者の疾患は脳卒中や脊髄損傷を含む神経

系の疾患および骨折が約9割を占めていた。

点数分布はFIMの点数が最低点付近に多く分

布する床効果を若干認めていたのに対し、入

院セットの分布においては明らかな天井効果、

床効果ともに認めなかった。 

Rasch分析の結果、FIMおよび入院セットに

おいてともに当初検討ではRaschモデルに適

合を認めなかったが、テストレット法による項目

のグルーピング後の解析により、適合を認めた。

ただし、入院セットでは、神経障害のある患者

とない患者の間に特異項目機能（Differential 

Item Functioning：集団によって難易度分布が

異なる現象）を認めたため、神経疾患と非神経

疾患を分けて解析した。 

さらに、Rasch分析による難易度分布の解析

結果に基づいて点数の換算表を作成した。Ra

sch分析の結果に基づき、入院セットでは神経

疾患と非神経疾患で異なる換算表を作成した。

作成した換算表を示した。共通スコアが同じ点

数の場合、生活機能のレベルが同等であるこ

とが示された。 

 
研究⑥地域包括ケアで活用する ICFコアセ

ットの検討 
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地域包括ケアに関連のある評価尺度の要

介護認定は、「心身機能」、「身体構造」「活

動と参加」のコードが多くを占めていた。

TMIG-index は、「活動と参加」のコードの

みであった。MMSE は、「心身機能」のみ

で構成されていた。ZARIT は、「心身機能」、

「活動と参加」、「環境因子」から構成され

ていたが、ICF コードを定義できない項目

も多かった。 
 
D．考察 
研究①地域包括ケアで活用する ICFコアセ

ット（生活機能サマリー）の検討 
今年度開発した ICF コアセット（生活機

能サマリー）を含む退院時情報記録書の様

式については、ヒアリング調査を通じて、

臨床的な妥当性が一定程度確認された。 
しかしながら、次年度におけるフィール

ド調査実施にあたっては、ヒアリング調査

の内容を反映した様式の記入要領と情報活

用の手引きをまとめることが必要と考えら

れた。 
とりわけ、ICF 概念に基づく評価の考え

方や環境因子の評価の視点についての解説

を丁寧に記述することが重要と考えられた。 
また、次年度実施予定の医療機関等を対

象としたフィールドテストによって、ICF
コアセット（生活機能サマリー）の妥当性

のさらなる検証が必要と考えられる。 
 
研究②WHO-DAS2.0 の活用方法の検討 
 本研究の結果、開発された WHO-DAS2.0
のアセスメントマニュアルは、臨床場面で

活用できる可能性が示唆された。 
また、このアセスメント結果を障害福祉

サービスの生活介護事業所や就労継続支援

B 型で利用するための「見える化」への工

夫は、このアセスメント方式の実効性を高

めるうえで実効性が高いことがわかった。 
今後は、開発した障害福祉事業所用の評

価マニュアルを活用し、障害種別の特性を

明らかにするため、フィールドテストを実

施し、WHO-DAS2.0 の評価結果と支援の関

係性を分析する予定である。 
 

研究③子どもの育ちを切れ目なく支える支

援への ICF 評価の活用方法の検討 
今回、子どもの育ちを切れ目なく支える

ICF を活用した共通情報シート開発に向け

た基礎的研究として、「健康」と「生活科」

の内容と ICF の項目のマッピング作業を行

ったところ、「活動と参加」の「知識と学習

の応用」「セルフケア」を中心に、分類項目

が抽出された。 
抽出された項目のうち、それぞれに共通

した「d155 技能の習得」、「d210 単一課題

の遂行」、「d550 食べること」、「d560 飲む

こと」、「d530 排泄」、「d540 更衣」等につ

いては、子どもの育ちを支える上で生活年

齢にかかわらず、重要な要素と考えられた．

他方、そうでないものについては、生活年

齢や「健康」及び「生活科」の趣旨に由来

するものと考えられた。 
今後、これらを踏まえて共通情報シート

開発に向けた調査票を作成し、保育士や特

別支援学校教員の協力を得て、実証を行う

予定である。 
 

研究④社会統計における ICF活用方策およ

び福祉領域における ICFを用いた評価の検

討 

 ICF を福祉研究におけるアウトカムとす
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る研究は正味 1 件（高齢者の研究）：（2 件

は、それぞれ外国の研究、臨床系の研究）

であった。使いやすいような指標などの整

備が必要と考えられた。

2017 年ごろより ICF をアウトカムとす

る研究が現れている。WHODAS2.0, ICF 
コアセットなど ICF 概念に基づくツールが

整備されたことによると考えられた。

一方で、2014 年以前は下記のような研究

が多かった

・健康を ICF で特定する 2 件

・ICF の概念を利用する研究 2 件

・健康問題に ICF が利用できることを示

した研究 2 件 
これらより、ICF の利用に関する段階が

変わったと考えられる。

なお、臨床系論文を加えると, 件数がほ

ぼ倍化していた（24 件)。臨床において ICF
の利用が増えてきているのではないかと考

えられた。

福祉領域のキーワード (welfare OR 
“social security”)を加えて検索すると件

数が大きく減少する（４件)。使いやすいよ

うな指標などの整備が必要と考える。

日本発の研究は全体の 1.5%程度であり、

論文発表が重要であると考えられた。

また、①生活困窮者支援、 ②障がい者支

援、 ③母子支援のそれぞれについて 3 層

D-Plus モデルの評価マトリクスにそれぞ

れ指標をいれ、 ICF で整理した結果からは、

今後、 3 つの領域(行政、 施設、個人)の比

較検討し、違いと共通要素を明らかにする

ことで、 プロセスの内容を詳細に検討し、

アウトカムで出てきている D に対応する支

援の可視化(ICF で表現できるかを検討)す
ることが重要と考えられた。

研究⑤既存情報を用いた ICFリコードの検

討

本研究では、ICFに基づく評価表と、既存の

評価表として広く臨床現場で使用されているF

IMとの換算表を作成した。このことにより、臨床

における生活機能の情報の相互比較をより簡

便にできるようになることが期待される。 

今後は換算表を利用し、より実用的な評価

の仕組みの作成に取り組む予定である。 

研究⑥地域包括ケアで活用する ICFコアセ

ットの検討

今回分析を行った評価尺度の多くは「環

境因子」は含まれていなかった。そのため、

個人の「活動と参加」を評価する際は、「環

境因子」をプラスした実行状況の評価方法

が必要である。さらに、「環境因子」は促進

因子にも阻害因子にもなりうるものであり、

対象者にとって活動と参加に影響を与える

因子を適切に抽出することが求められる。

E．結論 
今年度は、研究①～③では、ICF を多領

域で活用するために評価ツールの開発に関

する研究、研究④～⑥では既存情報を活用

するための方法論の検討に関する研究が実

施された。2021 年度は、今年度開発したツ

ールを活用して、医療分野、障害分野、保

育・教育分野において、ある程度の規模の

フィールドトライアルの実施を予定してい

る。

また、今年度活用した既存情報の活用法

を試行的に適用し、既存情報からの ICF へ

のリコードを行う予定である。これらの研

究をもとに研究目的である１）多領域にお

ける ICF を活用したデータの収集・分析に
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基づく活用例の提示、２）既存情報を活用

した ICF の評価法の開発を進めていくこと

を予定している。            
 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

＜論文＞ 

小松雅代．ICF の活用の現状と今後の展望．

日 本 診 療 情 報 管 理 学 会 誌 ．

2021;32(4):3-8. 
＜学会発表＞ 

大夛賀政昭、渡邉直、柴山志穂美、坂田薫．

生活機能サマリー，ICF に準拠した標準

化への取り組み．第 40 回医療情報学連合

大会・第 21 回日本医療情報学会学術大

会：2020.11.18-22 

松 本 将 八 、 木 下 隆 志 、 筒 井 孝 子 . 

WHO-DAS2.0 を用いた障がい福祉サービ

スにおける適正なサービスのための職員育

成―就労継続支援 B 型への適用―. 第 9

回 ICF シンポジウム. 2021.2.20 

德永亜希雄、田中浩二、大夛賀政昭．子ど

もの育ちを切れ目なく支える ICF を活用

した共通情報シート開発に向けた基礎的

研究―保育所及び知的障害特別支援学校

の内容と ICF のマッピング作業を通して

ー．第 9回 ICF シンポジウム. 2021.2.20 

高橋秀人、大夛賀政昭、 重田史絵．福祉領

域における ICF を用いた評価の確立に関

する研究．第 9 回 ICF シンポジウム. 

2021.2.20 

高橋秀人、重田史絵、大夛賀政昭、田宮菜

奈子．国際生活機能分類(ICF)に基づく社

会統計の特徴化－生活のしづらさ調査を

例に．第 79 回日本公衆衛生学会総会

2020.11.28-29 

高橋秀人、重田史絵、大夛賀政昭．アウト

カム指標として国際生活機能分類(ICF)

を用いた福祉領域に関する文献研究．第

31回疫学会抄録 2020.11.28-29 

Takahashi H, Otaga M, Shigeta F. ICF 

classification for indices concerning 

preventing poverty.WHO-FIC Network 

Annual Meeting 2020, 19-23 October 

2020 

向野雅彦．ICF の国内普及に向けた臨床ツ

ール作成．第 4 回日本リハビリテーショ

ン医学会秋季学術集会、2020 年 10月 

向野雅彦．ICF のコーディングシステムを

リハビリテーションの現場でどのように

活用するのか．リハビリテーション連携

科学学会第 22回大会、2021年 3月 

小松雅代．ICFの活用の現状と今後の展望．

日 本 診 療 情 報 管 理 学 会 誌 ．

2021;32(4):3-8. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし
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厚生労働科学研究費補助金（統計総合研究事業） 

「地域包括ケアシステムにおいて活用可能な国際生活機能分類（ICF）による 

多領域にまたがる評価手法の確立に資する研究」 

令和 2年度 分担研究報告書 

 

「医療・介護にわたる継続的な支援を支えるICF(国際生活機能分類)を活用した生活機能サマリーの開発に関する研究」 

 

研究代表者 大夛賀政昭（国立保健医療科学院医療・福祉サービス研究部） 
研究協力者 渡邉直（一般財団法人医療情報システム開発センター） 
研究協力者 柴山志穂美（埼玉県立大学保健福祉学部） 
研究協力者 坂田薫（京都民医連中央病院） 

研究要旨 
研究目的： この現在わが国では超高齢社会の進展に対応すべく地域包括ケアシステムの構

築を進めている。患者を中心としたさまざまな連携が展開されている一方で、連携によっ

て共有されている情報の活用や患者アウトカムにつながっているかどうかの検証は十分に

なされていない。この原因として、現在、患者にかかわる機関や専門職らは、さまざまな

様式やアセスメント項目を扱っていること等があげられる。このような状況下において、

ヘルスケア領域における網羅的な情報を整理するフレームワークが必要になるが、その候

補として考えられるのが、2001 年に WHO が発表した ICF である。この ICF の活用は長

年検討されてきたが、さまざまな課題があることが指摘されてきた。しかし近年、ICF コ

アセットや参加と活動に焦点化した WHO-DAS2.0 といったツールの臨床適応が検討され

つつある。また 2018 年 6 月 18 日に公表された ICD-11 を契機に ICD と合わせて ICF を活

用していく機運が生まれている。そこで、地域包括ケアシステム構築に向けた取り組みを

推進し、その共通基盤となる医療・介護・福祉の共通情報としての生活機能サマリーの開

発を行うことを目的とした。 
研究方法： 本研究では、医師、看護師、ケアマネジャーで組織される研究委員会を組織し、

入院時から退院時の情報伝達に活用可能な生活機能サマリー（ICF コアセット）の案を作

成した。また、2021 年 3 月に実施した介護支援専門員を対象としたプレ調査の結果を参考

に、実臨床で行う項目セット案の検討を行った。 
結果及び考察：研究①については、入院時から退院時の情報伝達に活用可能な生活機能サ

マリー（ICF コアセット）案を含む退院時情報連携様式と評価基準を作成した。プレ調査

を通じて、臨床的な妥当性が一定程度確認された。しかしながら、次年度におけるフィー

ルド調査実施には、様式の記入要領と情報活用の手引きが必要と考えられた。 
結論： 2021 年度は、今年度開発したツールを活用して、ある程度の規模のフィールドトラ

イアルの実施を予定している。ICF コアセット（生活機能サマリー）の妥当性のさらなる

検証が必要と考えられた。    
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A．研究目的 
この現在わが国では超高齢社会の進展に

対応すべく地域包括ケアシステムの構築を

進めている。これらを進めるにあたって、

2006 年から継続的に診療・介護報酬等にお

けるインセンティブによって、患者を中心

としたさまざまな連携が展開されている一

方で、連携によって共有されている情報の

活用や患者アウトカムにつながっているか

どうかの検証は十分になされていない。こ

の原因として、現在、患者にかかわる機関

や専門職らは、さまざまな様式やアセスメ

ント項目を扱っていることや内容の統一化

の試みも地域ごとに行われていること等が

あげられる。このような状況下において、

ヘルスケア領域における網羅的な情報を整

理するフレームワークが必要になるが、そ

の候補として考えられるのが、2001 年に

WHO が発表した「国際生活機能分類」と

訳される ICF である。この ICF の活用につ

いては長年検討されてきたが、さまざまな

課題があることが指摘されてきた。しかし

近年、疾病ごとのショートセットであるコ

アセットや参加と活動に焦点化した

WHO-DAS2.0 といったアセスメントツー

ルの臨床適応が検討されつつある。また

2018 年 6 月 18 日に公表された ICD-11 に

は ICF 項目の一部を含む補助セクション V
が新たに創設されており、ICD と合わせて

ICF を活用していく契機が生まれている。

これらのことを踏まえ、地域包括ケアシス

テム構築に向けた取り組みを推進し、その

共通基盤となる医療・介護・福祉の共通情

報としての生活機能サマリーの開発を行う

ことを目的とした。 
B．研究方法 

医師、看護師、ケアマネジャーで組織さ

れる研究委員会を組織し、入院時から退院

時の情報伝達に活用可能な生活機能サマリ

ー（ICF コアセット）の案を作成した。 
また、2021 年 3 月に実施した介護支援専

門員 22 名を対象とした ICF コアセットお

よび ICD-11 v 章の試行評価の結果を参考

に様式の修正や改善方策の検討を実施した。 
本研究の実施にあたっては、国立保健医

療科学院に設置される研究倫理審査委員会

の承認を得た（NIPH－IRBA＃#12322）。 

 

C．研究結果 

研究委員会にて、退院・退所加算様式を

ベースとし、入院時情報連携加算、看護必

要度、DPC 様式１との関連性にて、加除を

行い、入院時から退院時の情報伝達に活用

可能な生活機能サマリー（ICF コアセット）

案を作成した（表１）。 
 
表１ 生活機能サマリー（ICF コアセット）案 

視力 聴力
注意機能 話言葉の理解
基礎的学習 会話
排尿機能 排便機能
座位保持 立位保持
移動 歩行
食べること 更衣
自分の体を洗う 健康に注意すること
見知らぬ人に対応できる 意思決定
日々の仕事または学校に通う レクリエーション及びレジャー

0-4%

0：問題なし 1：軽度の問題 2：中等度の問題 3：重度の問題 4：完全な問題

5-24% 25-49% 50-95% 96-100%

8：詳細不明

9：非該当

0-4%

0：問題なし 1：軽度の問題 2：中等度の問題 3：重度の問題 4：完全な問題

5-24% 25-49% 50-95% 96-100%

8：詳細不明

9：非該当

 
 

また、これら項目については、向野が開

発した 5ICF リハセットの採点用リファレ

ンスガイドを基に評価基準を作成した。 
さらにこれらの生活機能サマリー（ICF

5 向野雅彦（2017）ICF に基づく包括的か

つ実用的な 生活機能評価システムの構築．

第 6 回 ICF シンポジウム資料 
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コアセット）を組み込む形で、医療機関か

ら退院時に共有すべき情報をまとめる形で

退院時情報記録書の案を作成した（表２）。 
 

表２ 退院時情報記録書の案 
１．基本情報・現在の状態　等 記入日：　　　　　　　年　　　　月　　　　日

フリガナ 性別 年齢
氏名 　男・ 女 　歳

家族情報

入院原因疾患
(入所目的等）
入院・入所先
今後の医学管理 医療機関名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 方法

症状・病状の予後・予測

生活機能の視点

視力 聴力
注意機能 話言葉の理解
基礎的学習 会話
排尿機能 排便機能
座位保持 立位保持
移動 歩行
食べること 更衣
自分の体を洗う 健康に注意すること
見知らぬ人に対応できる 意思決定
日々の仕事または学校に通う レクリエーション及びレジャー

移動手段 　□自立　　□歩行　　□杖 　□歩行器 　□車いす　 □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
排泄方法 　□トイレ　□ポータブル　□おむつ　　□カテーテル・ストーマ（　　　　　　　　　　）
入浴方法
食事形態 　□普通 　□経管栄養　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　 ）

嚥下機能（むせ）   □なし 義歯  □ なし　　□ あり(　部分　・　総　）
口腔清潔 　□良　　□不良　　□著しく不良 入院(所)中の使用：　□なし　□　あり　
睡　　眠 　□良好　　　□不良（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 眠剤使用　　 　□なし　　□あり

２．課題認識のための情報
医療処置の内容 □なし　　

　□点滴　　□酸素療法　　□喀痰吸引　　□気管切開　□胃ろう　　□経鼻栄養　　□経腸栄養　　
　□褥瘡　　□尿道カテーテル　□尿路ストーマ　□消化管ストーマ　□痛みコントロール
　□排便コントロール　　□自己注射（　　　　　）　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
交換頻度（　　　　　　　）次回交換（　　　　　　　　）

看護の視点 □なし　
　□血圧　　□水分制限　　□食事制限　　□食形態　　□嚥下　　□ 口腔ケア　　□清潔ケア　□麻痺・拘縮
　□血糖コントロール　　　□排泄　　　　□皮膚状態　□睡眠   　□認知機能・精神面   　　□服薬指導
　□療養上の指導（食事・水分・睡眠・清潔ケア・排泄 などにおける指導）　□ターミナル
　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

薬剤管理の視点

精神面における
療養上の問題

（禁忌の内容／留意点）

３．退院に際しての本人・家族の状況

評価
＋
－

評価
＋
－

　
　
　
　
　
③
退
院
後
に
必
要
な
事
柄

5段階評価の記入にあ
たっては、評価基準シー
トを参照ください。

退院時情報記録書（案）

属
性

退院(所)時の要介護度  (□　要区分変更）
　　様 □要支援（　　）・ 要介護(　　)　　□申請中 　　□なし

世帯構成：同居（　　　　　　　　）・独居　、キーパーソン：　　　　　　　主介護者：　　　　　

安定（　　　　　）　不安定（　　　　　）

　□自立　□シャワー浴　 □一般浴　　□機械浴　　□清拭　　□行わず
UDF等の食形態区分

入
院
（
所
）
概
要

・入院(所)日：H　　年　　月　　日　　　・退院(所)予定日：H　　年　　月　日

施設名　　　　　　                            　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　棟　　　　　　　　　　　室
　□通院　　□訪問診療

①
疾
患
と
入
院

(

所

)

中
の
状
況

現在治療中の疾患 ➀　　　　　　　　　　➁　　　　　　　　　　③ 疾患の状況
＊番号
記入

禁忌事項
（禁忌の有無）

□なし　　□あり

➁
受
け
止
め
/
意
向

＜本人＞病気、障害、後遺症等
の受け止め方

本人への病名告知　：□あり 　　□なし
評価

＜本人＞退院後の生活に関する
意向

評価

＜家族＞病気、障害、後遺症等の
受け止め方

評価

＜家族＞退院後の生活に関する
意向

退院に際しての生活の阻害因子
（心身状況･環境等）

心身状況・活動と参加 環境

退院後の生活の促進因子
（心身状況･環境等）

心身状況・活動と参加 環境

在宅復帰のために整えなければな
らない要件

　□ 処方通り服用　　　　　　□ 時々飲み忘れ　　　　　□飲み忘れが多い、処方が守られていない　　　　　□服薬拒否
　□ 自己管理　　　□ 他者による管理　（・管理者：　　　　　　　　　　　・管理方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

□なし
　□幻視・幻聴　　□興奮　　□焦燥・不穏　　□妄想　　□暴力/攻撃性　　□介護への抵抗　　□不眠
　□昼夜逆転　　□徘徊　　□危険行為　　□不潔行為　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

評価

0-4%

0：問題なし 1：軽度の問題 2：中等度の問題 3：重度の問題 4：完全な問題

5-24% 25-49% 50-95% 96-100%

8：詳細不明

9：非該当

0-4%

0：問題なし 1：軽度の問題 2：中等度の問題 3：重度の問題 4：完全な問題

5-24% 25-49% 50-95% 96-100%

8：詳細不明

9：非該当

 
 
これらをもとに介護支援専門員連絡協会

等を通じて、介護支援専門員等 22 名に対し

て試行評価を行ったところ、表３のような

試行評価結果が得られ、項目間の相関係数

（スピアマンの順位相関係数）は表４のよ

うになった。 
また、実際に評価可能か、支援に活用可

能な情報になっているかについて、評価を

実施した介護支援専門員等へヒアリング調

査を行ったところ、「ICF の障害の程度の数

直線と評価基準が並列すると混乱する。」

「生活機能サマリーが ICF に基づいて作成

されている意図の解説が必要。」、「医療機関

から在宅療養環境整備に向けた調整に向け

た情報は網羅されている。」、「評価のいつ実

施するのかが重要。」といった意見が得られ

た。 
 
D．考察 
今年度開発した ICF コアセット（生活機

能サマリー）を含む退院時情報記録書の様

式については、ヒアリング調査や試行評価

を通じて、評価可能といったことや評価結

果を多職種で共有することで、利用者への

継続的な支援に活用できるといった臨床的

な妥当性が一定程度確認された。 
しかしながら、次年度におけるフィール

ド調査実施にあたっては、ヒアリング調査

の内容を反映した様式の記入要領と情報活

用の手引きをまとめることが必要と考えら

れた。 
とりわけ、ICF 概念に基づく評価の考え

方や環境因子の評価の視点についての解説

を丁寧に記述することが重要と考えられた。 
また、次年度実施予定の医療機関等を対

象としたフィールドテストによって、ICF
コアセット（生活機能サマリー）の妥当性

のさらなる検証が必要と考えられた。 
 
E．結論 

2021 年度は、今年度開発したツールを活

用して、ある程度の規模のフィールドトラ

イアルの実施を予定している。 
ICF コアセット（生活機能サマリー）の

妥当性のさらなる検証が必要と考えられた。              
 

Ｆ．健康危険情報 

なし 
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Ｇ．研究発表 

＜論文＞ 

なし 

＜学会発表＞ 

大夛賀政昭、渡邉直、柴山志穂美、坂田薫 ．

第 40 回医療情報学連合大会・第 21 回日

本医療情報学会学術大会／会期：

2020.11.18-22 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし

表３ 試行評価結果

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 平均値 回答率

疾病名
右大腿骨
頚部骨折

多発性神
経炎

心原性脳
塞栓症

肺炎、
COPD 心不全

右大腿骨
転子部骨
折 胆管癌

腰部打撲
大腿部打
撲

重症下肢
虚血

全身筋力
低下、体
動等の意
欲の低
下、入所
施設受け
入れ不可

左鼠径ヘ
ルニア手
術

心原性脳
塞栓症 脳梗塞

右大腿骨
転子部骨
折

左腎細胞
癌術後
転移性骨
腫瘍　転
移性肺腫
瘍

胆管癌
緩和ケア
目的

➀敗血
症・汎下
垂体機能
低下症➁
アルツハ
イマー型
認知症

慢性腎臓
病・虚血
性心筋
症・冠動
脈三枝病
変

左腱板断
裂手術後

胸椎12
番圧迫骨
折

脳出血、
症候性て
んかん

心不全、
筋ジスト
ロフィー

年齢 73 69 94 89 88 87 66 60代 80代 80代 88 83 84 87 67 66 90 78 70 不明 60 61
性別 女性 不明 女性 男性 男性 男性 女性 男性 男性 不明 男性 男性 女性 男性 男性 女性 男性 男性 女性 不明 男性 不明

1 視力 0 0 2 0 1 1 0 3 3 2 1 0 0 1 0 0 1 2 0 2 2 0 0.95 22
2 聴力 0 0 0 2 1 0 0 2 2 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0.55 22
3 注意機能 1 0 3 0 2 0 0 3 3 2 1 0 2 0 0 0 1 1 0 2 2 1 1.09 22
4 話言葉の理解 0 0 2 0 1 0 0 2 2 1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0.68 22
5 基礎的学習（記憶／日常課題）0 0 3 0 2 0 0 2 4 2 2 1 1 0 1 0 1 0 0 1 4 0 1.09 22
6 会話 1 0 2 0 1 0 0 1 2 1 1 3 1 0 0 0 0 0 0 1 3 1 0.82 22
7 排尿機能 1 0 4 0 4 0 1 4 4 1 0 2 0 1 1 1 0 1 2 2 1 1.43 21
8 排便機能 1 0 4 0 1 0 0 3 4 3 1 0 2 0 1 0 1 0 1 2 2 1 1.23 22
9 座位保持 1 0 3 0 1 1 1 0 2 4 0 0 2 1 1 1 0 2 0 1 1 1 1.05 22

10 立位保持 1 4 2 1 2 1 1 3 4 4 1 0 3 1 1 1 3 1 4 2 3 3 2.09 22
11 移動 2 1 4 1 4 2 1 3 3 4 1 0 3 2 2 1 1 2 2 3 3 1 2.09 22
12 歩行 2 4 4 1 4 2 1 3 4 4 1 1 3 2 1 1 3 2 4 2 4 3 2.55 22
13 食べること 0 0 2 1 2 0 3 2 3 1 0 0 1 0 1 3 1 0 0 0 1 0 0.95 22
14 更衣 1 2 2 0 4 1 1 2 2 2 0 0 2 1 0 1 1 1 2 1 2 0 1.27 22
15 自分の体を洗う 1 1 4 0 4 1 2 3 2 3 0 0 3 1 1 2 3 1 1 1 2 2 1.73 22
16 健康に注意すること 1 1 4 1 4 1 0 2 4 4 2 2 2 1 1 0 2 3 1 1 1 1.81 21
17 見知らぬ人に対応できる 0 3 3 0 4 0 0 2 2 1 1 1 2 0 0 0 1 0 0 2 4 0 1.18 22
18 意思決定 0 0 3 0 3 0 0 1 3 2 1 1 1 0 0 0 1 0 1 2 4 0 1.05 22
19 日々の仕事または学校に通う 4 4 2 2 3 3 4 3.14 7
20 レクリエーション及びレジャー2 4 4 4 4 2 0 2 1 3 2 2 0 2 3 2 3 4 2.44 18

平均点 0.79 1.20 2.95 0.58 2.58 0.63 0.58 2.18 2.94 2.50 1.05 0.58 1.79 0.63 0.75 0.58 1.21 1.05 1.10 1.56 2.58 1.00 1.40 22
基準化 19.74 30.00 73.75 14.47 64.47 15.79 14.47 54.41 73.61 62.50 26.25 14.47 44.74 15.79 18.75 14.47 30.26 26.25 27.50 38.89 64.47 25.00 35.00 22

表４ 相関係数の分析結果

N 視力 聴力
注意機
能

話言葉
の理解

基礎的
学習
（記憶
／日常
課題） 会話

排尿機
能

排便機
能

座位保
持

立位保
持 移動 歩行

食べる
こと 更衣

自分の
体を洗
う

健康に
注意す
ること

見知ら
ぬ人に
対応で
きる

意思決
定

日々の
仕事ま
たは学
校に通
う

レクリ
エー
ション
及びレ
ジャー

1 22 視力 1.00 0.49 0.74 0.66 0.66 0.40 0.47 0.59 0.36 0.31 0.65 0.43 0.21 0.43 0.36 0.66 0.49 0.62 0.37 0.26
2 22 聴力 0.49 1.00 0.46 0.47 0.46 0.27 0.36 0.40 -0.10 0.17 0.29 0.03 0.21 0.08 -0.03 0.35 0.31 0.40 -0.54 0.30
3 22 注意機能 0.74 0.46 1.00 0.81 0.78 0.70 0.83 0.88 0.46 0.50 0.76 0.58 0.36 0.56 0.65 0.74 0.69 0.76 0.42 0.52
4 22 話言葉の理解 0.66 0.47 0.81 1.00 0.91 0.86 0.71 0.76 0.25 0.32 0.62 0.43 0.36 0.49 0.40 0.72 0.80 0.87 0.41 0.25
5 22 基礎的学習（記憶／日常課題） 0.66 0.46 0.78 0.91 1.00 0.75 0.75 0.79 0.24 0.35 0.60 0.43 0.44 0.42 0.46 0.79 0.77 0.88 0.22 0.20
6 22 会話 0.40 0.27 0.70 0.86 0.75 1.00 0.59 0.66 0.26 0.19 0.42 0.35 0.13 0.25 0.26 0.61 0.64 0.74 0.41 0.24
7 21 排尿機能 0.47 0.36 0.83 0.71 0.75 0.59 1.00 0.89 0.56 0.54 0.74 0.55 0.57 0.59 0.74 0.49 0.59 0.78 0.25 0.20
8 22 排便機能 0.59 0.40 0.88 0.76 0.79 0.66 0.89 1.00 0.40 0.61 0.75 0.60 0.34 0.51 0.58 0.59 0.59 0.77 0.25 0.35
9 22 座位保持 0.36 -0.10 0.46 0.25 0.24 0.26 0.56 0.40 1.00 0.12 0.63 0.28 0.29 0.32 0.47 0.36 0.09 0.23 0.27 0.19

10 22 立位保持 0.31 0.17 0.50 0.32 0.35 0.19 0.54 0.61 0.12 1.00 0.44 0.86 0.16 0.69 0.52 0.33 0.50 0.48 0.66 0.53
11 22 移動 0.65 0.29 0.76 0.62 0.60 0.42 0.74 0.75 0.63 0.44 1.00 0.63 0.31 0.73 0.60 0.57 0.53 0.65 0.45 0.40
12 22 歩行 0.43 0.03 0.58 0.43 0.43 0.35 0.55 0.60 0.28 0.86 0.63 1.00 0.13 0.84 0.60 0.54 0.62 0.61 0.90 0.61
13 22 食べること 0.21 0.21 0.36 0.36 0.44 0.13 0.57 0.34 0.29 0.16 0.31 0.13 1.00 0.39 0.66 0.19 0.28 0.32 0.32 -0.04
14 22 更衣 0.43 0.08 0.56 0.49 0.42 0.25 0.59 0.51 0.32 0.69 0.73 0.84 0.39 1.00 0.67 0.45 0.65 0.59 0.90 0.32
15 22 自分の体を洗う 0.36 -0.03 0.65 0.40 0.46 0.26 0.74 0.58 0.47 0.52 0.60 0.60 0.66 0.67 1.00 0.42 0.48 0.48 0.76 0.25
16 21 健康に注意すること 0.66 0.35 0.74 0.72 0.79 0.61 0.49 0.59 0.36 0.33 0.57 0.54 0.19 0.45 0.42 1.00 0.63 0.75 0.25 0.47
17 22 見知らぬ人に対応できる 0.49 0.31 0.69 0.80 0.77 0.64 0.59 0.59 0.09 0.50 0.53 0.62 0.28 0.65 0.48 0.63 1.00 0.80 0.75 0.44
18 22 意思決定 0.62 0.40 0.76 0.87 0.88 0.74 0.78 0.77 0.23 0.48 0.65 0.61 0.32 0.59 0.48 0.75 0.80 1.00 0.42 0.21
19 7 日々の仕事または学校に通う 0.37 -0.54 0.42 0.41 0.22 0.41 0.25 0.25 0.27 0.66 0.45 0.90 0.32 0.90 0.76 0.25 0.75 0.42 1.00 0.87
20 18 レクリエーション及びレジャー 0.26 0.30 0.52 0.25 0.20 0.24 0.20 0.35 0.19 0.53 0.40 0.61 -0.04 0.32 0.25 0.47 0.44 0.21 0.87 1.00

平均値 0.51 0.27 0.66 0.60 0.59 0.49 0.61 0.62 0.33 0.46 0.59 0.55 0.33 0.54 0.52 0.55 0.58 0.62 0.47 0.38
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「地域包括ケアシステムにおいて活用可能な国際生活機能分類（ICF）による 

多領域にまたがる評価手法の確立に資する研究」 

令和 2 年度 分担研究報告書 

 

障害福祉事業所における WHO-DAS2.0 評価マニュアルの開発および活用方法の検討 

 

研究分担者 筒井 孝子（兵庫県立大学大学院経営研究科） 

研究協力者 木下 隆志（兵庫県立大学大学院経営研究科） 

研究協力者 松本 将八（兵庫県立大学大学院経営研究科） 

研究要旨 
研究目的：本研究では、障害福祉サービスの提供を担う実務者のヒアリング調査結果等を

もとに、わが国の地域包括ケアシステム化で利活用を可能とするための WHO-DAS2.0 のア

セスメントに関するマニュアルを開発する。 
次に、このアセスメントの活用方法の検討として、アセスメント実施後に、個別支援計画

の作成にあたり、より臨床現場での利便性を高めることを目的として、利用者の状態につ

いてのアセスメント結果を「見える化」し、利活用する方法を検討する。 
研究方法：WHO-DAS 評価を定期的に実施している 3 か所の障害福祉事業所に勤務する職

員を対象にアセスメントに関して、構造化面接法を用いた調査を実施し、アセスメント時

の基本的考え方や採点基準をまとめた評価マニュアル（試案）を作成する。また、アセス

メント結果を「見える化」する方法について、専門委員会を設置し、検討する。 
結果及び考察：障害者の特性（健康状態）を踏まえた日本の臨床現場を踏まえた

WHO-DAS2.0 の考え方を明らかにし、マニュアル（試案）を開発し、臨床現場でアセスメ

ントを実施した。しかし、本研究で採用された、レーダーチャートは、当該障害者におけ

る生活上の課題がわかるよう可視化され、スコアの高さや幅によって、いかなる生活機能

に課題があるかを定量的に表すことができるため、職員の経験や力量に大きくは左右され

ないことがわかった。 
今回、実際に開発されたマニュアルを用いての計画作成に際しては、課題はあるものの、

これまでよりも障害福祉サービス利用者のニーズ把握がしやすいとの評価が得られた。 
結論：開発された WHO-DAS2.0 のアセスメントマニュアルは、臨床場面で活用できる可能

性が示唆された。また、このアセスメント結果を障害福祉サービスの生活介護事業所や就

労継続支援 B 型で利用するための「見える化」への工夫は、このアセスメント方式の実効

性は高いことがわかった。 
今後は、開発した障害福祉事業所用の評価マニュアルを活用し、障害種別の特性を明らか

にするため、フィールドテストを実施し、WHO-DAS2.0 の評価結果と支援の関係性を分析

する予定である。 
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A．研究目的 
福祉サービスの基本法である社会福祉

法は、平成 12 年の介護保険制度発足時に

大きな改正がなされ、これまでも 20 年以

上にわたって、概ね 3 年毎に改正され続

けている。 
一方、地域包括ケアシステムの構築は、

自民党の福田内閣から、民主党政権時代を

経て取り組まれてきた「社会保障と税の一

体改革」の報告書「社会保障制度改革国民

会議報告書」（平成 25 年）において、介

護保険制度上の政策から社会保障のサー

ビスの側面の推進のためのナショナルポ

リシーとして位置づけられた。 
この報告書では、1970 年モデルから、

2025 年モデルへの移行、すなわち、前者

の「男性労働者の正規雇用・終身雇用と専

業主婦を前提とし、年金、医療、介護を中

心としたモデル」から、後者の「子供子育

て支援、経済政策、雇用政策、地域政策と

連携し、非正規雇用の労働者の雇用安定・

処遇改善をはじめとするすべての世代を

支援の対象として、その能力に応じて支え

合う全世代型の社会保障としてのモデル」

へと転換をはかることが前提とされた。そ

して、「QOL の向上という観点から様々な

生活上の困難があっても、地域の中でその

人らしい生活が続けられるよう、それぞれ

の地域の特性に応じて、医療・介護のみな

らず、福祉・子育て支援を含めた支え合い

の仕組みをハード面、ソフト面におけるま

ちづくりとして推進することが必要であ

る」と述べられ、地域包括ケアシステムの

構築が、わが国の社会保障再編の鍵概念と

なるとされたのである。 
これを背景に、令和３年には、社会福祉

法は社会福祉に関わるサービスを現行の

医療や介護サービスと同様に、地域包括ケ

アシステムに位置づけ、integrated-care
や community-based care、managed 
care をコンセプトとに、他の医療や介護

等の社会保障制度体系との連携、調和を目

指した、かなり大幅な改正がなされる。 
本研究で対象とする障害福祉サービス

は、社会福祉サービスの中核とされ、18
歳以上の内容には、介護給付と訓練等給付

からなる合計 28 種類ものサービスが存在

する。 

このうち介護給付には、居宅介護や生活介

護をはじめ 9 つのサービスがある。他方、

訓練等給付には、就労移行支援や就労継続

支援 A・B 型や共同生活援助を含め 8 つの

サービスがある。 
この他に障害児への支援に係る給付と

して、放課後等デイサービスや児童発達支

援をはじめとした 7 サービスがあり、相

談支援に係る給付としても計画相談支援

等の４サービスがある。 
さらに、医療費の負担を軽減する自立支

援医療や自治体が独自で行う地域生活支

援事業がある。 
今後、これらの障害福祉サービスが地域

包括ケアシステム下で適正に提供される

ことが求められるが、現在、このサービス

における計画相談支援事業には、国で定め

たアセスメント様式はあるものの、介護保

険制度によるものよりは厳格な運用はな

されていない。また、アセスメントに基づ

いた計画作成方式の標準化はなされてお

らず、自治体別、実態としては事業者別に

異なっているとされる。したがって、その

適正化への道筋は、これまでの所得制限が

基礎となった措置制度の影響もあり、容易

ではないといえる。 
この結果、たとえ障害が同レベルであっ

ても地域によって、事業所によって、ある

いは、計画を作成する職員の能力によって

もサービスの提供量や、その質も異なるこ

といった問題があると指摘されている（松

本将八 2017）。 
しかし、障害福祉サービスの提供にあた

っては、個別支援計画書の作成が義務付け

られ、この計画書に基づいてサービス提供

がなされることから、課題を解決し、適正

な提供を実施するためには、まずは計画作

成にあたってのアセスメント方法やその

様式の標準化が求められるものと考えら

れる。 
このため世界保健機構（以下、WHO）

が開発した WHO-DAS2.0 の障害評価シ

ートを活用する試みも始められている（松

本 2017 、松本 2018 ）。だが、この

WHO-DAS2.0 は、ICF の概念で示され

る生物心理社会学的モデルに応じた障害

の評価ができるアセスメントツールでは

あるものの（Üstün et al,2004）、その概
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念理解の難しさや、欧米諸国の文化的な背

景を基盤とした生活習慣が背景とされる

ようなアセスメント項目もあり、障害福祉

の臨床場面での利用には未だ多くの課題

があると報告（筒井,2014）されている。 
そこで、本研究では、障害福祉サービスの

提供を担う実務者のヒアリング調査結果

等をもとに、わが国の地域包括ケアシステ

ム化で利活用を可能とするための

WHO-DAS2.0 のアセスメントに関する

マニュアルを開発する。

次に、このアセスメントの活用方法の検

討として、アセスメント実施後に、個別支

援計画の作成にあたり、より臨床現場での

利便性を高めることを目的として、利用者

の状態についてのアセスメント結果を「見

える化」し、利活用する方法を検討する。 

B．研究方法 
１）WHO-DAS2.0 のアセスメントに関す

る職員へのヒアリング調査

WHO-DAS 評価を定期的に実施してい

る 3 か所の障害福祉事業所に勤務する職

員を対象に WHO-DAS2.0 によるアセス

メントに関して、構造化面接法を用いた調

査を実施した。

２）WHO-DAS2.0 によるアセスメントに

際してのマニュアルの開発

１）で得られた調査結果から、障害者の

健康状態の WHO-DAS のスコアおよび領

域別スコアを状態の良い場合、悪い場合別

のデータを収集することとし、これら２つ

の状態のアセスメント結果の差異を一元

配置分散分析及びＴ検定によって検証し

た。

以上の結果から、障害福祉事業所の利用

者の特性を鑑みた、アセスメント時の基本

的考え方や採点基準をまとめた日本版評

価マニュアル（試案）を作成した。

３）WHO-DAS2.0 のアセスメント結果を

「見える化」するための方法の検討

障害福祉サービス事業者、職員が開発され

たマニュアルを用いて、アセスメントした

後、計画を作成する際に利用者の障害者特

性をわかりやすく示し、計画作成の標準化

を図るための方法を検討した。

４）アセスメントマニュアルの開発及び

「見える化」を実現するための専門委員会

の設置と検討

マニュアルの作成及び「見える化」への工

夫、調査結果の分析は、障害福祉サービス

を提供している実務家に加え、障害福祉サ

ービス、地域包括ケアシステムに関する学

識を有する研究者らで構成される専門家

委員会を設置し、検討を行った。

C．研究結果 
１）障害者の特性（健康状態）を踏まえた

日本版 WHO-DAS 評価の考え方 
WHO が作成した WHO-DAS のルール

では、30 日以内の健康状態の平均的な評

価をするとされ、利用者の健康状態を平均

点として、評価するとされていた。

だが、ヒアリング調査の結果、臨床場面

において、障害を持った方々の平均的な状

態を評価するという考え方に基づくアセ

スメントは極めて難しいということであ

った。

それは、障害者の方々の健康状態は日に

よっての変動がかなり大きためである。こ

のため、職員の方々は、支援計画作成に際

しては、良い状態と悪い状態の２種類が必

要と考えていた。

以上のことから、アセスメントを実施して

きた事業所で任意の利用者群に対して、良

い健康状態と悪い健康状態の両方のアセ

スメントデータを収集し、これらの値を T
検定あるいは、一元配置分散分析によって

検討した。

この結果、健康状態が良い場合と悪い時

では、障害の種類によっては、19 項目に

もわたって、有意差があることが確認され

た。とくに精神的な障害を抱えている方々

の 2 場面の差は顕著であり、健康状態が

良い（調子の良い）日と悪い日の差が激し

いことがわかった。

このため、評価マニュアルには、以下の

ような説明文を追加し、30 日間ルールは

用いず、職員の判断により、利用者によっ

て、良い状態と悪い状態の 2 種類のアセ

スメントを実施した。

図表１ アセスメントに際しての評価（状
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態の変化に対する留意点） 
アセスメントは、利用者の状態をよくみ

て実施するが、利用者の状態に日内変動が
大きいと判断した場合や、給料日前後が不
安定など特定の日による変動がある。 
あるいは、曜日による変動（月曜日に多い
など）、季節的な変動があると判断した場
合には、アセスメントは随時、実施し、そ
の内容を記録し、どういう理由でアセスメ
ントを追加したかを記録する。 
また、アセスメント時の当該障害者の状態
は、評価者が良いと判断した日であったの
か、あるいは状態が悪いと判断した日であ
ったかを必ず記録すること。 
さらに、状態が良いと判断した場合には、
「なぜ、状態が良かった」理由を記述し、
その際の「支援者や家族などが実施した支
援内容、言葉かけ」等を記録する。 
同様に、当該障害者の状態が悪かった場合
も記録を残すこと。 
 
マニュアルに関しては、図表２に示した

ような設問には、項目別にイラストを付与

し、どのような内容について、評価をする

項目の内容を直感的に理解できるように

工夫した。また評価基準には、順序性があ

ることを表示し、職員が評価基準を視覚的

に把握しやすいようにした。 
 
図表 2 評価マニュアルに示された 
評価基準の例 

 

2）個別支援計画作成時に用いる「見える

化」への工夫 
アセスメント後の計画作成に際しては、

利用者の障害特性をわかりやすく示し、そ

の能力の種類別の得点の多寡が直感的に

理解できる方法を検討した。 
WHO-DAS2.0 は、項目別に 1～5 点の

配点がなされ、基本的に、スコアは高いほ

ど、障害に関する支援が必要とされる構造

となる。基本的には最高点が 180 点で、

この得点が算定された者が最も支援が必

要と考えられる。 
しかし、せっかく領域別に得点が算出で

き、障害特性を定量的に把握できるにも関

わらず、領域別の総合点が異なっていたた

め、どの領域（能力）の得点が高い、ある

いは低いといった特性を職員が容易には

理解できなっていた。 
そこで、領域別の総得点を 100 点に基準

化するために、以下の基準化の計算式を用

いた。すなわち、「領域のスコア×（100/
（領域の項目数×5 点））」で表し、領域ご

と算出した得点が 100 点満点となるよう

にした。 
この結果、職員は、図表 3 の例で示さ

れたようにレーダーチャートにしたこと

で、領域別の状態を容易に比較でき、しか

も、例えば、過去のスコアとの差も簡単に

示すことができるようになった。 
また、ヒアリング調査の際に懸案事項と

して示されていた健康状態が良い場合と、

悪い場合の差も明確化された。ケーススタ

ディの際にもサービス提供時の良い状態、

悪い状態を比較しながら、より具体的な議

論ができるようになった。 
例えば、状態別の支援内容がわかるため、

提供サービス内容についての課題も明ら

かにできるようになった。 
図表３は、軽度の知的障がいのある女性

のケーススタディ時の記録であるが、この

事例では、例えば、意思疎通の領域のスコ

アは、健康状態の良い時の 2019 年のスコ

アが 27 点で、2020 年のスコアが 27 点で

あった。このことからは、この事例におい

ては、意思疎通に関しては、良い健康状態

では、経年的な変化はなかったが、健康状

態の悪い時の得点は、2019 年が 43 点で、

2020 年が 27 点であり、健康状態が悪い
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時は、1 年間の通所によって、改善されて

いたことがわかるといったことである。 
同様に、自己管理の領域では、健康状態の

良い時の 2019 年のスコアが 30 点で、

2020 年で 20 点と改善され、同様に健康

状態の悪い時は 2019 年で 40 点、2020 年

では 20 点と通所による大幅な改善がされ

たことが示されている。 
一方、人付き合いの領域は、健康状態の

良い時の 2019 年のスコアが 36 点、2020
年で 44 点と高く、悪化していたが、健康

状態の悪い時では 2019 年で 52 点、2020
年で 48 点と改善されており、健康状態の

違いよって、異なっていたことがわかる。 
日常活動の領域は、健康状態の良い時の

2019 年のスコアが 30 点、2020 年で 30
点と同じであったが、健康状態の悪い時で

は 2019 年で 48 点、2020 年で 30 点と、

かなり改善されていた。 
そして、WHO-DAS2.0 の特徴とされ

る社会参加の領域では、健康状態の良い時

の 2019 年のスコアが 38 点、2020 年で

28 点と改善され、健康状態の悪い時でも

2019 年で 53 点、2020 年で 30 点と改善

されており、総合的には、事業所への通所

によって、社会への適応を含めて、改善さ

れている領域が多いことが説明できるよ

うになっていた。 
さらに、調査対象となった事業所では、個

別支援計画書の視点と WHO-DAS2.0 の

アセスメントの視点を組み合わせた目標

が具体的に設定され、長期目標では

WHO-DAS2.0の項目であるD.6-2の健康

状態の良い時のスコアを 3 点から 2 点に

し、短期目標でも同様に D1.3 のスコアを

2 点から 1 点に改善することで、従来の個

別支援計画書の短期目標が達成されると

の評価方法も行われていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表３ マニュアルにおける「見える化」

の例 

 
 
D．考察 
１）WHO-DAS2.0 によるアセスメントの

タイミング 
現在の日本における障害福祉サービス

等でのアセスメントは、先行研究では、ソ

ーシャルワーク・アセスメントを実施する

上で核となる概念や方法が確立されてい

ないまま実践方法の展開がなされてきた

（中根 2018）とされ、未だ課題を抱えて

いると言われている。 
そこで、本研究では、障害福祉サービス

を提供している実務者のヒアリング調査

結果等をもとに、わが国の地域包括ケアシ

ステム化で利活用を可能とするための

WHO-DAS2.0 のアセスメントに関する
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マニュアルを開発することを目的とした。 
国際的なスタンダードとして、WHO が推

奨してきた ICF（国際生活機能分類）の

アセスメント（筒井 2014）は、日本でも

医療、介護、障害、児童福祉領域に、その

存在を知られ、先行研究も多かった。 
一方、ICF の活動と参加の領域から障

害評価シートとして WHO が開発した

WHO-DAS は、障害のある人を評価する

様式にもかかわらず、障害福祉分野での先

行研究は国内外共に少ない状況となって

いる。WHO-DAS2.0 は、評価対象者が感

じる活動の制限や参加の制約を医療的診

断とは独立した形で評価し、6 領域「1.認
知機能」「2.可動性」「3.セルフケア」「4.
他者との交流」「5.日常活動」「6.社会への

参加」における個人の機能を評価するため

にデザインされている。つまり、評価対象

者（サービス利用者）の反応をもとに ICF 
の構成概念のうち活動と参加の側面を評

価するツールとなっている。障害福祉サー

ビスを提供する際に必要なアセスメント

としては、これだけ多様な情報を得られる

ことは、有用と考えられた。 
ただし、日本の臨床現場で評価者となる

職員からは、WHO-DAS2.0 の評価基準と

なるルールには、強い違和感が示された。

このルールは、いずれの評価についても

30 日間の状態をみて、平均点、すなわち、

利用者の平均的な 30 日間の状態を基準か

ら選択して評価することというものであ

る。 
だが、障害を持った方々の状態は、その日

の精神状況に大きく左右され、全く異なっ

た状態を呈することが少なくない。 
このため、両日のアセスメント結果を分析

した結果からも、両方の状態を評価し、

日々の状態をみて、どちらかのアセスメン

トに基づいた支援計画を実施するかを判

断する方が現実的な対応ができると考え

られた。 
以上のことから、日本版のマニュアルに

は、状態の変動が激しい利用者に関しては、

2 回のアセスメントを実施し、より利用者

の状態を把握すべきとの文章を追加する

こととした。 
ICF チェックリストや ICF コアセッ

トは、障害についての外的（客観的）な視

点を提示しており、WHO-DAS2.0 は内的

（主観的）な視点を提示していることに特

徴がある。 
日本版のマニュアルについては、利用者の

状態像に合致した情報を得るために、2 回

のアセスメントを実施することとしたが、

これは、適正なサービス提供に有益と考え

られた。 
 
２）アセスメントの利活用に際しての「見

える化」の検討 
障害者に関するサービス提供にあたっ

ては、利用者の障害の種類を十分に把握し

ておくことが重要である。 
特に、知的障害や精神障害のある人々に

関しては、いわゆる目視では、明らかにで

きないような障害の内容を把握し、適正な

サービスを提供するための個別支援計画

の作成が求められる。 
一般的に個別支援計画書には、本人や家

族の要望、長期目標と短期目標、ニーズや

支援目標、具体的な支援内容等が記載され

る（小野澤昇 2017）が、この根拠の記述

には不十分なものが少なくない。 
本研究で採用された、レーダーチャート

は、当該障害者における生活上の課題がわ

かるよう可視化され、スコアの高さや幅に

よって、いかなる生活機能に課題があるか

を定量的に表すことができる。これにより、

職員の経験や力量に大きくは左右されな

いことがわかった。 
しかし、今回、実際に開発されたマニュ

アルを用いての計画作成に際しては、課題

はあるものの、これまでよりも障害福祉サ

ービス利用者のニーズ把握がしやすいと

の評価が得られた。 
指摘されてきた個別支援計画書の課題

である、同じ支援目標・計画の繰り返しや、

ニーズと言う言葉の理解の不十分さ、支援

計画書記載の観点、職員への周知の困難さ

（津田 2010）等を解決できるのではない

かと考えられる。 
すでに WHO-DAS を用いて自治体にお

ける障害福祉サービス利用者のニーズ把

握のための自己記入版調査や就労継続支

援サービス利用者の支援の見直しにむけ

た代理人調査など，臨床活用にむけた研究

が実施されつつあり、WHODAS は可能性
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のある一つの評価ツールとして期待され

る（大夛賀 2018）との研究成果もあるこ

とから、地域包括ケアシステム下のサービ

ス提供に用いることは、他のサービスとの

連携に際しても有効である。 
ただし、今年度の研究結果からは、アセ

スメントにあたっての障害種類別の違い

も明らかにされ、この違いが、個別支援計

画作成にあたって、どのような影響を与え

ているかについてもさらなる分析が必要

との示唆が得られた。 
 
E．結論 
本 研 究 の 結 果 、 開 発 さ れ た

WHO-DAS2.0 のアセスメントマニュア

ルは、臨床場面で活用できる可能性が示唆

された。 
また、このアセスメント結果を障害福祉

サービスの生活介護事業所や就労継続支

援 B 型で利用するための「見える化」へ

の工夫は、このアセスメント方式の実効性

を高めるうえで実効性が高いことがわか

った。 
今後は、開発した障害福祉事業所用の評価

マニュアルを活用し、障害種別の特性を明

らかにするため、フィールドテストを実施

し、WHO-DAS2.0 の評価結果と支援の関

係性を分析する予定である。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
松 本 将 八 、 木 下 隆 志 、 筒 井 孝 子 . 

WHO-DAS2.0 を用いた障がい福祉サ

ービスにおける適正なサービスのため

の職員育成―就労継続支援 B 型への適

用― . 第 9 回 ICF シンポジウム . 
2021.2.20 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金（統計総合研究事業） 

「地域包括ケアシステムにおいて活用可能な国際生活機能分類（ICF）による 

多領域にまたがる評価手法の確立に資する研究」 

令和 2 年度 分担研究報告書 

子どもの育ちを切れ目なく支える ICF を活用した共通情報シート開発に向けた基礎的研究 

研究分担者：德永亜希雄 （横浜国立大学教育学部） 

研究協力者：田中浩二 （東京成徳短期大学） 

研究要旨

研究目的：就学前から就学後では，それぞれを所掌する行政区分が異なることから，子ど

もへの支援に必要な情報が円滑に引き継がれていないことが課題とされ，厚生労働省と文

部科学省の共同事業「トライアングルプロジェクト」等の取組が進められてきた（家庭と

教育と福祉の連携「トライアングル」プロジェクトチーム，2018）．そのことを踏まえ，申

請者は，WHO において共通言語として開発された ICF の活用を手がかりとする研究に取

り組み，その可能性について報告してきた（徳永・田中他，2020）．そこで，本研究におい

ては，子どもの育ちを切れ目なく支える ICF を活用した共通情報シート開発に向けた基礎

的な知見を得ることを目的とした．

研究方法：子どもの育ちを切れ目なく支える ICF を活用した共通情報シート開発に向けた

基礎的研究として、現行の保育所の「健康」及び知的障害特別支援学校の「生活科」の内

容に着目し、それらと ICF の項目のマッピング作業を行った。 
結果及び考察：今回，子どもの育ちを切れ目なく支える ICF を活用した共通情報シート開

発に向けた基礎的研究として、「健康」と「生活科」の内容と ICF の項目のマッピング作業

を行ったところ、「活動と参加」の「学習と知識の応用」や「セルフケア」を中心に分類項

目が抽出された。今後、これらを踏まえて共通情報シート開発に向けた調査票を作成し、

保育士や特別支援学校教員の協力を得て、実証を行う予定である。

結論：今年度開発したツールを活用して、ある程度の規模のフィールドトライアルの実施

を予定している。
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A．研究目的 

・就学前から就学後では，それぞれを所掌

する行政区分が異なることから，子どもへの支

援に必要な情報が円滑に引き継がれていない

ことが課題とされ，厚生労働省と文部科学省の

共同事業「トライアングルプロジェクト」等の取

組が進められてきた（家庭と教育と福祉の連携

「トライアングル」プロジェクトチーム，2018）．そ

のことを踏まえ，申請者は，WHO において共

通言語として開発された ICFの活用を手がかり

とする研究に取り組み，その可能性について

報告してきた（徳永・田中他，2020）．そこで，

本研究においては，子どもの育ちを切れ目な

く支える ICFを活用した共通情報シート開発に

向けた基礎的な知見を得ることを目的とした． 

 

B．研究方法 

子どもの育ちを切れ目なく支える ICFを活用

した共通情報シート開発に向けた基礎的研究

として、保育所の「健康」の内容「保育士等や

友達と触れ合い、安定感をもって行動する」他

の全 10 項目、及び「生活科」の内容「基本的

生活習慣」他全 12項目の第 1～3 段階中の第

1 段階の記述内容と ICF-CY の項目について、

マッピング作業を行った． 

マッピング後、①記述内容に直接関わると

判断された「活動と参加」第２レベル項目（中

心項目）、②記述内容の背景にある基礎的な

内容と判断された「活動と参加」第２レベル項

目」（基礎項目）、③関連する「活動と参加」詳

細項目（詳細項目）、④「活動と参加」以外の

項目（関連項目）の 4 つに分類し、主に①と②

の項目を一覧として抽出した。なお、一連の作

業は研究者 3 名による合議のもとで行った。 

 

 

C．研究結果 

ICF 項目へのマッピングの作業の結果、「健

康」では、「d133言語の習得」他，計 57項目が

抽出された。 

 

表１  保育指針と領域１の ICF コード

保育指針 コード例（1）の領域
1 保育士等や友達と触れ合い、安定感をもって行動する。 d133言語の習得
2 いろいろな遊びの中で十分に体を動かす。 d310話し言葉の理解
3 進んで戸外で遊ぶ。 d325書き言葉によるメッセージの理解
4 様々な活動に親しみ、楽しんで取り組む。 d330話すこと
5 保育士等や友達と食べることを楽しみ、食べ物への興味や関心をもつ。 d331言語以前の発語
6 健康な生活のリズムを身に付ける。 d332歌うこと
7 身の回りを清潔にし、衣服の着脱、食事、排泄などの生活に必要な活動を自分でする。 d335非言語的メッセージの表出
8 保育所における生活の仕方を知り、自分たちで生活の場を整えながら見通しをもって行動する。 d350会話
9 自分の健康に関心をもち、病気の予防などに必要な活動を進んで行う。 d710基本的な対人関係

10 危険な場所、危険な遊び方、災害時などの行動の仕方が分かり、安全に気を付けて行動する。 d750非公式な社会関係
d760家族関係
d815就学前教育
d816就学前教育時の生活や課外活動  

 

「生活科」では、「d550 食べること」他，中心

項目では計 14 項目、基礎項目では 11 項目、

関連項目 7 項目、計 32 項目が抽出された。 

 

表 2 「生活科」の基本的生活習慣の記述と

コード化の内容 

知的障害の「生活科」 中心項目
基本的生活習慣 d550 食べること

食事や用便等の生活習慣に関わる初歩的な学習活動を通して，次の事項を身に付けることができるよう指導する。 d560 飲むこと
（ｱ）簡単な身辺処理に気付き，教師と一緒に行おうとすること。 d530 排泄
（ｲ）簡単な身辺処理に関する初歩的な知識や技能を身に付けること。 d540 更衣

基礎項目
d130 模倣
d133 言語の習得ｃｙ
d134 付加的言語の習得ｃｙ
d135 反復
d137 概念の習得cy
d140 読むことの学習
d145 書くことの学習
d150 計算の学習  

 

また、それぞれに共通した中心項目は、「学

習と知識の応用」や「セルフケア」等に関する 8

項目が抽出された。 
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表 3 共通した 8 項目の内容 

d230 日課の遂行
d530 排泄
d540 更衣
d550 食べること
d560 飲むこと
d571 安全に注意すること
d710 基本的な対人関係
d880 遊びにたずさわること

共通項目

 

 

D．考察 

今回、子どもの育ちを切れ目なく支える ICF

を活用した共通情報シート開発に向けた基礎

的研究として、「健康」と「生活科」の内容と ICF

の項目のマッピング作業を行ったところ、「活

動と参加」の「学習と知識の応用」「セルフケ

ア」を中心に、分類項目が抽出された。 

抽出された項目のうち、それぞれに共通し

た「d550 食べること」、「d560 飲むこと」、

「d530 排泄」、「d540 更衣」等については、子

どもの育ちを支える上で生活年齢にかかわら

ず、重要な要素と考えられた。 

他方、そうでないものについては、生活年齢

や「健康」及び「生活科」の趣旨に由来するも

のと考えられた。 

E．結論 

今回、子どもの育ちを切れ目なく支える ICF

を活用した共通情報シート開発に向けた基礎

的研究として、「健康」と「生活科」の内容と ICF

の項目のマッピング作業を行った。 

今後、これらを踏まえて共通情報シート開発

に向けた調査票を作成し、保育士や特別支援

学校教員の協力を得て、実証を行う予定であ

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

德永亜希雄、田中浩二、大夛賀政昭．子ども

の育ちを切れ目なく支える ICF を活用した

共通情報シート開発に向けた基礎的研究

―保育所及び知的障害特別支援学校の内

容と ICF のマッピング作業を通してー．第 9

回 ICF シンポジウム. 2021.2.20 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし
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厚生労働科学研究費補助金（統計総合研究事業） 

「地域包括ケアシステムにおいて活用可能な国際生活機能分類（ICF）による 

多領域にまたがる評価手法の確立に資する研究」 

令和 2 年度 分担研究報告書 

 

福祉領域における ICFを用いた評価の確立に関する研究 

 

研究分担者 高橋秀人  （国立保健医療科学院 統括研究官） 

研究協力者 大夛賀政昭 （国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部） 

研究協力者 重田史絵   （東洋大学 ライフデザイン学部） 

 

研究要旨 
わが国では、現在、成長戦略実行計画案、成長戦略フォローアップ案、令和２年度革新

的事業活動に関する実行計画案(令和２年７月３日)、未来投資会議 2018 等々で、 国の将来

設計がなされているが、 残念なことに高齢者、障害者、生活困窮、貧困、福祉等について

は、 数えるほどしか触れられていない。これはエビデンスの創出が不足していることに理

由があるのではないかと危惧している。  
本研究は(A)福祉分野において、 ICF をアウトカム指標として用いた研究がどの程度発表

されているかの現状を明らかにすること、および(B) ICF を活用した評価及びデータ活用に

より、地域包括ケアシステムにおいて活用可能な多領域にまたがる評価手法の確立の推進

及び生活の質の向上の促進の観点から、より広く「福祉」領域における評価を、ICF を用

いて確立できないかの検討を行うことを目的とする。 
(A) 論文検索エンジン PUBMED より ICF を福祉研究におけるアウトカムとする研究は

1 件、 福祉研究において 2017 年ごろより ICF をアウトカムとする研究が現れている。 臨
床系論文を加えると件数がほぼ倍化していた。 福祉研究として (welfare OR “social 
security”)を加えて検索すると件数が大きく減少する。使いやすいような指標などの整備

が必要であり、 日本発の研究は全体の 1.5%程度なので、論文発表が重要である。 
(B)①生活困窮者支援、 ②障がい者支援、 ③母子支援、 のそれぞれについて、 3層D-Plus

モデルの評価マトリクスにそれぞれ指標をいれ、 ICF で整理することができた。  
今後は 3 つの領域(行政、 施設、個人)の比較検討し、違いと共通要素を明らかにする、 プ

ロセスの内容を詳細に検討し、アウトカムで出てきている D に対応する支援の可視化(ICF
で表現できるかを検討)することが重要と考える。   
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Ａ．研究目的 
わが国では、現在、成長戦略実行計画案、 

成長戦略フォローアップ案、令和２年度革

新的事業活動に関する実行計画案(令和２

年７月３日)、未来投資会議 2018 等々で、 
国の将来設計がなされているが、 残念なこ

とに高齢者、障害者、生活困窮、貧困、福

祉等については、 数えるほどしか触れられ

ていない。これはエビデンスの創出が不足

していることに理由があるのではないかと

危惧している。 また、「未来投資戦略(会議)」
等において、 例えば、 障害者等の就労促

進、 生活困窮者等の就農就労支援、 女性

の活躍のさらなる拡大(女性が出産後もキ

ャリアを継続することができるなど含む)
など、「障害者、母子、生活困窮者等」の社

会的自立が設定され、国の進める福祉・介

護施策において、行政的な立場から県や市

等の事業評価指標が考案されている。しか

しこれらに関し、個人の達成度等に関する

Gold Standard 的な評価指標の検討はあま

り進んでいない。 
本研究は(A)福祉分野において、 ICF を

アウトカム指標として用いた研究がどの程

度発表されているかの現状を明らかにする

こと、および(B) ICF を活用した評価及び

データ活用により、地域包括ケアシステム

において活用可能な多領域にまたがる評価

手法の確立の推進及び生活の質の向上の促

進の観点から、より広く「福祉」領域にお

ける評価を ICF を用いて確立できないかの

検討を行うことを目標とする。 
 
Ｂ．研究方法 
(A) 論文検索エンジン PUBMED において、 
検索語を次のようにおき、  
A ：  “International classification of 
functioning、 disability、 and health” 
B ：“WHO-DAS” OR “WHO DAS” OR 
“WHODAS”  
C ：レビュー論文でない(「not review」) 
D ：臨床研究でない(「not clinical」) 
E ：疾患研究ではない(「NOT (disease OR 
surgery OR injury)」) 
F：わが国に関する研究「Japan」 
G：福祉研究である「 (elderly OR disab* 
OR poverty)」 
のキーワードから 
A、 B、 C、 D、 E、F、G でそれぞれ検

索し、  
    [1] A～F の共通部分の検索、 
    [2] A～G の共通部分の検索、  

    [3] elderly、 disab*、 poverty ごとの

比較 
   [4] 臨床系を除かない場合(D を外した

場合)、 
    [5] 福祉研究として  (welfare OR 
“social security”)を A~F の検索結果に加え

た場合 
    [6] 日本の研究の状況 
について、 ICF をアウトカムとする研究が

どの程度あるかを明らかにする。 
また ICF をアウトカムとする研究：回帰モ

デルのように「説明変数」「目的変数」を意

識した研究の目的変数に ICF が用いられて

いるもの(そうでないもの、 ICF との対応

を調べる、 ICF の考え方を用いた研究、な

ど) がどの程度あるかを明らかにする。 
(B) ICF を活用した評価及びデータ活用に

より、地域包括ケアシステムにおいて活用

可能な多領域にまたがる評価手法の確立の
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推進及び生活の質の向上の促進から、 より

広く「福祉」領域における評価を、ICF を

用いて確立できないかの検討を行う。 
(1)①生活困窮、 ②障害難病、 ③母子児童、

の各領域で用いられる指標、 および(2)行政

施策の指標を文献・公開情報より検索し、 
ICF の観点から整理し、(3)評価の枠組みを

考案する。 
 
Ｃ．研究結果 
(A) 福祉分野において、 ICF をアウトカム

指標として用いた研究がどの程度発表され

ているかの現状を明らかにした（表 1）。 
表１ 文献検索の結果の概要
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(B) ICF を活用した評価及びデータ活用に

より、地域包括ケアシステムにおいて活用

可能な多領域にまたがる評価手法の確立の

推進及び生活の質の向上の促進の観点から、

より広く「福祉」領域における評価を ICF
を用いて確立できないかの検討を行った。

評価マトリクスとして、  下記の「3 層

D-Plus モデル」を提案した。本研究におい

ては、評価の枠組みとして、 行政、 施設、

および個人の３層構造を持ち、ドナベディ

アンモデルに「アウトプット」を加えた３

層 D-プラスモデルを考えることとした（図

１）。

図１ 評価マトリクスの設定 
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①生活困窮者支援について(表 2) 
 生活困窮支援では、 ストラクチャには行

政レベルで保健福祉部や保健センターなど

の組織・職員数、 施設レベルで福祉協議会

や生活支援センターなどの組織・職員数、 
個人レベルでは家族、 支援者の職種や人数

が対応する。 プロセスは行政レベルであれ

ば行政施策等、 施設レベルであれば施策や

支援計画、 個人レベルであれば個人目標な

どが対応する。 アウトプットは行政レベル、 
施設レベルで、 事業や支援教室への参加割

合、 新規相談受付数、アウトカムとして生

活自立、 社会的自立、 就労自立などにな

る。 関連する ICF３桁コードは、 プロセ

ス・アウトプットには環境因子 E 項目の

525 から 590 が、 アウトカムには活動と参

加D項目の 840から 879が対応する形で整

理することができることがわかる。 
 
②障がい者支援について(表 3) 

障がい者支援では、 ストラクチャには行

政レベルで保健福祉部や保健センターなど

の組織・職員数、 施設レベルで福祉協議会

や生活支援センターなどの組織・職員数、 
個人レベルでは家族、 支援者の職種や人数

が対応する。 プロセスは行政レベルであれ

ば理解促進啓発事業、 施設レベルであれば

日常生活支援や社会参加支援、 個人レベル

であれば個人リハビリテーションなどが対

応する。 アウトプットは行政レベル、 施
設レベルで、 事業や支援教室への参加割合、 
新規相談受付数、アウトカムとして生活自

立、 社会的自立、 就労自立などになる。 関
連する ICF３桁コードは、 プロセス・アウ

トプットには環境因子 E 項目の 525 から

590 が、 アウトカムには、 心身機能の B
項目の 135 から 510、 活動と参加 D 項目

の 840 から 879 が対応する形で整理するこ

とができることがわかる。 
 
③母子支援について(表 4) 

母子支援では、ストラクチャには行政レ

ベルで保健福祉部や保健センターなどの組

織・職員数、 施設レベルで保育所や母子生

活支援施設などの組織・職員数、 個人レベ

ルでは家族、友人、支援者の職種や人数が

対応する。 プロセスは行政レベルであれば

時間外保育事業、 施設レベルであれば個別

支援計画、 個人レベルであれば各個人の目

標に沿った行動が対応する。 アウトプット

は行政レベル、 施設レベルで、 事業や支

援教室への参加割合、 未受診率、 1 年に

一度以上の研修を受けた保育士の割合 、ア

ウトカムとして生活自立、 社会的自立、 就
労自立などになる。 関連する ICF３桁コー

ドは、 プロセス・アウトプットには環境因

子 E 項目の 525 から 590 が、 アウトカム

には心身機能の B 項目の 122 から 510、 活
動と参加D項目の 530から 879が対応する

形で整理することができることがわかる。

評価マトリクスの各セルを埋めていくと、 
プロセス、 アウトプットには ICF の「環

境因子 E」が、 アウトカムに「心身機能 B」

「活動と参加 D」が主に対応する形で整理

できることがわかる。 

 

表 2 生活困窮者支援分野の分類結果 
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表 3 障がい者支援分野の分類結果 

表 4 母子支援分野の分類結果 

 
 
 

ストラクチャ
Structure

（設備, 人, 組織）

アウトプット
Output

（事業結果）

アウトカム
Outcome

(個人の行動変容)

マクロ
(政府, 行政)

保健福祉部

地域包括ケア課
社会援護課
長寿あんしん課

健康保険医療課
ファミリー・サポート・センター
保健センター

個別支援計画の作成・実施

ミクロ
(個人)

家族, 友人, 支援者,
地区担当者(民生委員 保健師)

個人目標の作成・実施

貧困, 失業, 不平等, 社会はく奪指標,

ｅ525 住宅供給サービス・制度・政策
ｅ530 公共事業サービス・制度・政策
ｅ540 交通サービス・制度・政策
ｅ545 市民保護サービス・制度・政策

ｅ570 社会保障サービス・制度・政策
ｅ575 一般的な社会的支援サービス・制
度・政策
ｅ580 保健サービス・制度・政策
ｅ585 教育と訓練のサービス・制度・政策
ｅ590 労働と雇用のサービス・制度・政策

自立相談支援事業（必須事業）
住居確保給付金（必須事業）
就労準備支援事業（任意事業）
家計改善支援事業（任意事業）
子どもの学習・生活支援事業（任意事
業）
ひとり親・生活困窮家庭等への支援事
業
生活困窮世帯の早期発見・早期支援
ひきこもり対策
「第三の居場所」づくり事業
重層的支援体制の整備

生活自立, 社会的自立, 就労自立等

d840-d859 仕事と雇用

d845 仕事の獲得・維持・終了

d850 報酬を伴う仕事

d855 無報酬の仕事

d859 その他の特定の，および詳細不明の，

仕事と雇用
d860 基本的な経済的取引き

d860-d879 経済生活

d865 複雑な経済的取引き

d870 経済的自給

d879 その他の特定の，および詳細不明の，

経済生活

メゾ
(施設)

W市福祉協議会(人)
総合児童センター
児童館

高齢者福祉センター

学童クラブ (市内12箇所)
ボランティアセンター

権利擁護センター
W市就労継続支援Ｂ型施設

生活介護施設

生活支援センター
くらし・仕事相談センター

就労事業への参加割合,
自立相談支援事業の新規相談受付件数
就労支援対象者数
学習支援教室への出席率
住居確保給付金の支給件数

ｅ525 住宅供給サービス・制度・政策
ｅ530 公共事業サービス・制度・政策
ｅ540 交通サービス・制度・政策
ｅ545 市民保護サービス・制度・政策

ｅ570 社会保障サービス・制度・政策
ｅ575 一般的な社会的支援サービス・制
度・政策
ｅ580 保健サービス・制度・政策
ｅ585 教育と訓練のサービス・制度・政策
ｅ590 労働と雇用のサービス・制度・政策

プロセス
Process

（どのように行う）
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Ⅾ．考察 
(A) 本研究では、福祉分野において、ICF
をアウトカム指標として用いた研究がどの

程度発表されているかの現状を明らかにし

た。 
(1) ICF を福祉研究におけるアウトカムと

する研究は正味 1 件（高齢者の研究）：（2
件は、 それぞれ外国の研究、 臨床系の研

究）であった。わが国の福祉研究において

ICF を用いた貧困に関する研究はほとんど

なかった poverty（0 件)。研究実施に関し

使いやすいような指標などの整備が必要と

考える。 
(2) 福祉研究において、 2017 年ごろより

ICF をアウトカムとする研究が現れている。 

WHODAS2。0、 ICF staging、 など指標

化されたが整備されたことによると考えら

れる。 
(3) 2014 年以前は下記のような研究が多か

った。 健康を ICF で特定する(※3)、 2 件、  
ICF の概念を利用する研究(※4) 2 件、 健
康問題に ICF が利用できることを示した研

究(※5) 2 件、ICF の利用に関する段階が変

わったと考えられる。  
(4) 臨床系論文を加えると、 件数がほぼ倍

化していた（24 件)。 臨床において ICF の

利用が増えてきているのではないか? 
(5)より広く福祉研究として (welfare OR 
“social security”)を加えて検索すると件数

が大きく減少する（４件)。使いやすいよう

な指標などの整備が必要と考える。 
(6)日本発の研究は全体の 1.5%程度なので、 
論文発表が重要である。 
 
(B) ICF を活用した評価及びデータ活用に

より、地域包括ケアシステムにおいて活用

可能な多領域にまたがる評価手法の確立の

推進及び生活の質の向上の促進の観点から、 
より広く「福祉」領域における評価を、ICF
を用いて確立できないかの検討を行った。 
①生活困窮者支援、 ②障がい者支援、 ③
母子支援のそれぞれについて、 3 層 D-Plus
モデルの評価マトリクスにそれぞれ指標を

いれ、 ICF で整理することができた。 
今後の課題として、 3 つの領域(行政、 施

設、個人)の比較検討し、違いと共通要素を

明らかにする、 プロセスの内容を詳細に検

討し、アウトカムで出てきている D に対応

する支援の可視化(ICF で表現できるかを

検討)することが重要と考える。 
 
E．結論 

(A) 本研究では福祉分野において、 ICF
をアウトカム指標として用いた研究がどの

程度発表されているかの現状を明らかにし

た。ICF を福祉研究におけるアウトカムと

する研究は正味 1 件、 福祉研究において、 
2017 年ごろより ICF をアウトカムとする

研究が現れている。  臨床系論文を加える

と、 件数がほぼ倍化していた（24 件)。 臨
床において ICF の利用が増えてきているの

ではないか?福祉研究として (welfare OR 
“social security”)を加えて検索すると件数

が大きく減少する。使いやすいような指標

などの整備が必要であり、 日本発の研究は

全体の 1.5%程度なので、 論文発表が重要

である。  
(B) ICF を活用した評価及びデータ活用

により、地域包括ケアシステムにおいて活

用可能な多領域にまたがる評価手法の確立

の推進及び生活の質の向上の促進の観点か
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ら、より広く「福祉」領域における評価を、

ICF を用いて確立できないかの検討を行っ

た。 
この結果、①生活困窮者支援、 ②障がい

者支援、 ③母子支援のそれぞれについて、 
3層D-Plusモデルの評価マトリクスにそれ

ぞれ指標をいれ、 ICF で整理することがで

きた。 
今後は 3 つの領域(行政、施設、個人)の

比較検討し、 違いと共通要素を明らかにす

る、 プロセスの内容を詳細に検討し、アウ

トカムで出てきている D に対応する支援の

可視化(ICF で表現できるかを検討)するこ

とが重要と考える。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 
書籍  なし 
雑誌  なし  
学会発表等 

高橋秀人、大夛賀政昭、 重田史絵。福祉領

域における ICF を用いた評価の確立に関

する研究。第 9回 ICFシンポジウム。 2021。

2。20 

高橋秀人、重田史絵、大夛賀政昭、田宮菜

奈子。国際生活機能分類(ICF)に基づく社

会統計の特徴化－生活のしづらさ調査を

例に。第 79回日本公衆衛生学会総会 2020。

11。28-29 

高橋秀人、重田史絵、大夛賀政昭。アウト

カム指標として国際生活機能分類(ICF)

を用いた福祉領域に関する文献研究。第

31回疫学会抄録 2020。11。28-29 

Takahashi H、 Otaga M、 Shigeta F。 ICF 

classification for indices concerning 

preventing poverty。 WHO-FIC Network 

Annual Meeting 2020、 19-23 October 

2020 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  
1. 特許取得     無し(非対象) 
2. 実用新案登録  無し(非対象) 
3. その他     無し(非対象) 
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厚生労働科学研究費補助金（統計総合研究事業） 
「地域包括ケアシステムにおいて活用可能な国際生活機能分類（ICF）による 

多領域にまたがる評価手法の確立に資する研究」 
令和 2 年度 分担研究報告書 

 
 

既存情報を用いた ICF リコードの検討 
 
 

研究分担者 向野雅彦（藤田医科大学医学部リハビリテーション医学 I 講座） 
 
 

研究要旨： 
地域包括ケアシステムの中で共通言語として広く国際生活機能分類（以下 ICF）を活用し

ていくために、ICF そのものを用いた生活機能評価の仕組みづくりとともに、現在すでに

存在している臨床評価との情報互換性を高めていくことも重要である。 
本研究では、国際生活機能分類（以下 ICF）を用いた生活機能の情報と、既存の臨床情報

との比較を通じ、情報の互換を可能とする仕組みについての検討を行う。今年度は、ICF
から疾患横断的に重要な項目を抽出して作成された ICF一般セット30項目版を用いた生活

機能評価の情報と、医療・福祉の分野で広く用いられている生活機能評価スケールである

Functional Independence Measure (FIM)とを用いた調査を実施し、その情報の互換を可能

とする仕組みの検討を実施した。 
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A. 研究目的 

 国際生活機能分類(以下ICF)は、国際疾

病分類（以下ICD）と並びWHOの国際分類

ファミリーの中心に位置付けられており、20

01年の公表以降、全世界で普及が進めら

れてきた。健康状態を心身機能や活動と参

加、背景因子などから説明するICFの概念

モデルは、臨床家にも広く浸透する様にな

っている。2019年にWHOにおいて採択さ

れた新しい国際疾病分類（ICD-11）には生

活機能評価に関する補助セクションとして

第V章が作られ、疾病分類と組み合わせて

利用されることによって疾患が引き起こす

様々な生活機能の問題を評価する素地が

できつつある。一方、項目分類そのものに

ついてはこれまで臨床でほとんど使用され

ていない。 

  これまでに、項目分類を利用するための

取り組みとして、疾患ごとに重要なICF項目

を集めるICFコアセットの開発、ICF評価点

の採点をサポートするリファレンスガイドの

作成などが行われてきた[1-3]。しかし、医

療・福祉の分野では様々な評価表が使わ

れており、それらの代わりにICFを導入する

ことは容易ではない。一方で、分野ごとに

異なる評価表が用いられ、情報の互換性

に乏しいことが、統計等への利用において

は問題となる。 

そこで、当研究では、ICFに基づいて既

存の評価を同じ軸で比較可能とするための

手法について、フィールドテストに基づく検

討を行った。ICFに基づく情報収集のツー

ルとしては、主にリハビリテーション患者を

対象とした情報収集用に作成されたICFコ

アセットの一つであるICF一般セット30項目

版を使用した。さらに臨床でよく用いられる

Functional Independence Measure(FIM)と

の比較により、リコードの手法について検討

を行った。 

 

B. 研究方法 

・フィールドテストの実施とリコードの検証 

 これまでに、平成30年度厚生労働科学研

究費補助金政策科学総合研究事業「医療・

介護連携を促進するための国際生活機能

分類を用いた評価と情報共有の仕組みの構

築」［研究代表者：向野雅彦］において、ICF

一般セット（30項目版）を対象とした、採点リ

ファレンスガイド等を含む評価点の評価ツー

ルが作成されている[2,3]。ICFを中心に据え

た生活機能情報の互換性について検討す

るため、入院リハビリテーション を実施して

いる患者を対象にこのICF一般セット30項目

版と代表的な既存の生活機能スケールであ

るFunctional Independence Measure(FIM)

を用いた多施設の調査を行った。調査の結

果から、それぞれの点数分布の検討に加え、

先行研究における手法を参考に、Rasch分

析を用いて点数を相互に変換できる点数変

換表の作成を試みた。 

なお、先行研究において、ICF一般セット

30項目版を入院患者に適用した場合、欠損

値が多数生じることが報告されている[3]。そ

のため、本検討では、30項目のうち欠損値

が少ないと報告のある23項目の項目セット

（以下入院セット）を検討に用いた。 

 

C．研究結果 

・フィールドテストの実施とリコードの検証 

フィールドテストには20施設（急性期病院5

施設、回復期病院17施設：両方の病棟を持つ

施設の重複あり）が参加し、計1102名のデータ
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が得られた。基礎情報および点数分布を資料

1に示す。患者の平均年齢は77±29歳、性別

は男性499名/女性603名、発症からの期間は

中央値 57日（1-417日）であった。回復期リハ

ビリテーション病棟の患者が多いことを反映し、

患者の疾患は脳卒中や脊髄損傷を含む神経

系の疾患および骨折が約9割を占めていた。

点数分布はFIMの点数が最低点付近に多く分

布する床効果を若干認めていたのに対し、入

院セットの分布においては明らかな天井効果、

床効果ともに認めなかった。 

Rasch分析の結果を資料2に示す。FIMおよび

入院セットにおいてともに当初検討ではRasch

モデルに適合を認めなかったが、テストレット

法[4]による項目のグルーピング後の解析によ

り、適合を認めた。ただし、入院セットでは、神

経障害のある患者とない患者の間に特異項目

機能（Differential Item Functioning：集団によ

って難易度分布が異なる現象）を認めたため、

神経疾患と非神経疾患を分けて解析した。 

さらに、Rasch分析による難易度分布の解析結

果に基づいて点数の換算表を作成した。Rasc

h分析の結果に基づき、入院セットでは神経疾

患と非神経疾患で異なる換算表を作成した。

作成した換算表を資料3に示す。共通スコアが

同じ点数の場合、生活機能のレベルが同等で

あることを示す。 

 

D．考察 

本研究においては、既存の評価表とICFを

用いた評価とを相互換算できるよう、フィールド

テストの実施とそのデータに基づいたRasch分

析による点数換算表の作成を行った。 

 ICFに基づく情報収集のために既存の評価

表を使用するという考え方はICFの採択早期よ

り検討されており、WHOドイツ協力センターを

中心とした取り組みとしてICFの項目と既存の

評価表の項目を対応させるための項目対応ル

ールが公表されている[5,6]。 

しかし、点数の換算方法に関してコンセンサ

スがなく、実際の換算についてはほとんど行わ

れてこなかった。異なる評価表の点数換算に

ついては、ProndingerらがRasch分析を用いた

点数換算の手法を発表し、ICFの情報収集に

おける有用性についても示している[7]。 

本研究では、この手法を用いて、ICFに基づ

く評価表と、既存の評価表として広く臨床現場

で使用されているFIMとの換算表を作成した。

このことにより、臨床における生活機能の情報

の相互比較をより簡便にできるようになることが

期待される。 

  

E: 結論 

 今年度は、ICF一般セット30項目版とFIMの

点数換算表の作成に取り組んだ。今後は換算

表を利用し、より実用的な評価の仕組みの作

成に取り組む予定である。 

 

F. 健康危険情報  

特になし 

 

G. 研究発表 

1 論文発表 

なし 

 

2学会発表 

向野雅彦．ICFの国内普及に向けた臨床ツー

ル作成．第4回日本リハビリテーション医学会

秋季学術集会、2020年10月 

 

向野雅彦．ICFのコーディングシステムをリハビ

リテーションの現場でどのように活用するのか．

リハビリテーション連携科学学会第22回大会、

2021年3月 
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対象者の内訳 

年齢 77±29 

性別 男性 499/女性 603 

発症後日数 中央値 57 (1-417) 

入院病棟 急性期  118/ 回復期 931/ その他 53 

原因疾患 

 

 脳神経系疾患 562 

 筋骨格系疾患・外傷 429 

 循環器系疾患 22 

 呼吸器系疾患 34 

 その他 54 

FIM 

 

 motor 54.1±25.0 

 cognitive 23.8±9.4 

 

 

 

 

ICF 一般セット 30 項目版（入院セット） FIM 

スコアの分布（ヒストグラム） 

資料 1 対象者の内訳とスコアの分布（ヒストグラム） 
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資料 2a Rasch分析の結果:ICF一般セット 30項目版 

モデルへの適合 

能力-難易度マップ 

  Location           Fit Residual         Item-trait interaction   Reliability     Unidimensionality          

  Item     Persons     Item     Persons     Chi square     PSI     Paired t-tests         

Analysis Mean SD   Mean SD   Mean SD   Mean SD   Value df p   
WITH 

extremes 

NO 

extremes 
  

n  

Significant 

tests 

Sample % PST 
CI % 

PST 
LD  

ICF rehabilitation set 

23 categories (Basic 

module) 

0.00 0.58   -0.57 1.55   -0.74 5.61   -0.35 1.39   1314.7 198 0.000    0.95  0.95    232 1068 21.70  1.3-42.1 Yes  

3 Testlets 0.00  0.26    -0.35  0.77    -1.11  6.10    -0.47  0.95    40.00  27 0.051    0.85  0.85    30 1031 2.90  2.7-7.9    

  (  )                                                  

                                                    

 

モデルへの適合 
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  Location           Fit Residual         Item-trait interaction   
Reliabilit

y 
    Unidimensionality          

  Item     
Person

s 
    Item     

Person

s 
    Chi square   PSI     Paired t-tests         

Analysis Mean SD   Mean SD   Mean SD   Mean SD   Value df p   
WITH 

extremes 

NO 

extreme

s 

  

n  

Significa

nt tests 

Sampl

e 

% 

PST 

CI % 

PST 
LD DIF 

FIM 

 (Basic module) 
0.00 0.61   -0.26  1.78   -0.35 5.32    -0.23 1.38   1030.24  162 0   0.95  0.96    311 1034 30.1  

-1.4-58.

8 
Yes Yes 

2 Testlets 0.00  0.34    -0.33  2.28    -0.46  0.14    -0.56  0.90    17.02  18.00  0.52    0.97  0.98    44 1087 4.3  1.5-7.1     

資料 2a Rasch分析の結果:FIM 
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資料 3 点数換算表 

FIM logit 共通 
スコア  ICF30 

（神経） logit 共通 
スコア  ICF30 

(非神経) logit 共通 
スコア 

126 -2.131 10  0 -2.608 0  0 -2.624 0 
125 -1.736 18  1 -2.005 12  1 -2.028 12 
124 -1.502 22  2 -1.644 20  2 -1.668 19 
123 -1.363 25  3 -1.428 24  3 -1.452 23 
122 -1.264 27  4 -1.28 27  4 -1.301 26 
121 -1.187 29  5 -1.169 29  5 -1.187 29 
120 -1.123 30  6 -1.082 31  6 -1.095 31 
119 -1.068 31  7 -1.01 32  7 -1.019 32 
118 -1.019 32  8 -0.949 33  8 -0.952 33 
117 -0.976 33  9 -0.895 35  9 -0.893 35 
116 -0.936 34  10 -0.846 36  10 -0.84 36 
115 -0.898 34  11 -0.802 36  11 -0.79 37 
114 -0.864 35  12 -0.761 37  12 -0.744 38 
113 -0.831 36  13 -0.722 38  13 -0.701 38 
112 -0.801 36  14 -0.686 39  14 -0.66 39 
111 -0.771 37  15 -0.651 39  15 -0.62 40 
110 -0.743 38  16 -0.617 40  16 -0.582 41 
109 -0.717 38  17 -0.585 41  17 -0.546 42 
108 -0.691 39  18 -0.553 41  18 -0.511 42 
107 -0.666 39  19 -0.523 42  19 -0.477 43 
106 -0.642 40  20 -0.493 43  20 -0.445 44 
105 -0.619 40  21 -0.464 43  21 -0.413 44 
104 -0.597 40  22 -0.436 44  22 -0.383 45 
103 -0.575 41  23 -0.409 44  23 -0.354 45 
102 -0.554 41  24 -0.382 45  24 -0.325 46 
101 -0.533 42  25 -0.356 45  25 -0.298 46 
100 -0.513 42  26 -0.331 46  26 -0.272 47 

99 -0.494 43  27 -0.307 46  27 -0.247 47 
98 -0.475 43  28 -0.283 47  28 -0.222 48 
97 -0.456 43  29 -0.259 47  29 -0.199 48 
96 -0.438 44  30 -0.237 48  30 -0.176 49 
95 -0.42 44  31 -0.214 48  31 -0.155 49 
94 -0.403 44  32 -0.192 49  32 -0.134 50 
90 -0.353 45  35 -0.13 50  35 -0.075 51 
89 -0.337 46  36 -0.11 50  36 -0.056 51 
88 -0.321 46  37 -0.09 51  37 -0.038 52 
87 -0.305 46  38 -0.07 51  38 -0.021 52 
86 -0.29 47  39 -0.051 51  39 -0.004 52 
85 -0.275 47  40 -0.032 52  40 0.012 53 
84 -0.26 47  41 -0.014 52  41 0.028 53 
83 -0.246 47  42 0.005 53  42 0.044 53 
82 -0.231 48  43 0.023 53  43 0.06 54 
81 -0.217 48  44 0.041 53  44 0.074 54 
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FIM logit 共通 
スコア  ICF30 

（神経） logit 共通 
スコア  ICF30 

(非神経) logit 共通 
スコア 

81 -0.203 48  45 0.06 54  45 0.09 54 
80 -0.189 49  46 0.078 54  46 0.105 55 
79 -0.176 49  47 0.096 54  47 0.12 55 
78 -0.162 49  48 0.114 55  48 0.135 55 
77 -0.149 49  49 0.132 55  49 0.15 55 
76 -0.136 50  50 0.15 55  50 0.164 56 
75 -0.123 50  51 0.167 56  51 0.179 56 
74 -0.11 50  52 0.185 56  52 0.194 56 
73 -0.097 50  53 0.203 56  53 0.209 57 
72 -0.084 51  54 0.222 57  54 0.224 57 
71 -0.071 51  55 0.24 57  55 0.24 57 
70 -0.058 51  56 0.258 58  56 0.255 57 
69 -0.046 51  57 0.277 58  57 0.271 58 
68 -0.033 52  58 0.296 58  58 0.288 58 
67 -0.021 52  59 0.315 59  59 0.305 58 
66 -0.008 52  60 0.335 59  60 0.322 59 
65 0.004 52  61 0.354 59  61 0.34 59 
64 0.017 53  62 0.375 60  62 0.359 60 
63 0.029 53  63 0.395 60  63 0.378 60 
62 0.042 53  64 0.417 61  64 0.398 60 
61 0.054 53  65 0.439 61  65 0.419 61 
60 0.067 54  66 0.462 62  66 0.44 61 
59 0.08 54  67 0.485 62  67 0.463 62 
58 0.093 54  68 0.51 63  68 0.488 62 
57 0.106 55  69 0.536 63  69 0.514 63 
56 0.119 55  70 0.563 64  70 0.541 63 
55 0.132 55  71 0.592 64  71 0.57 64 
54 0.146 55  72 0.622 65  72 0.602 64 
53 0.159 56  73 0.655 65  73 0.636 65 
52 0.173 56  74 0.69 66  74 0.672 66 
51 0.187 56  75 0.728 67  75 0.711 67 
50 0.201 56  76 0.768 68  76 0.752 67 
49 0.215 57  77 0.811 69  77 0.798 68 
48 0.23 57  78 0.859 70  78 0.846 69 
47 0.245 57  79 0.91 71  79 0.899 70 
46 0.26 58  80 0.966 72  80 0.956 71 
45 0.275 58  81 1.029 73  81 1.019 73 
44 0.291 58  82 1.099 74  82 1.091 74 
43 0.307 59  83 1.182 76  83 1.174 76 
42 0.324 59  84 1.281 78  84 1.273 78 
41 0.341 59  85 1.407 81  85 1.4 80 
40 0.358 60  86 1.585 84  86 1.577 84 
39 0.376 60  87 1.884 90  87 1.872 90 
38 0.394 60  88 2.383 100  88 2.363 100 
37 0.413 61         
36 0.433 61         
35 0.453 61         
34 0.475 62         
33 0.496 62         
32 0.52 63         
31 0.545 63         
30 0.571 64         
29 0.599 64         

           
           
           
           
           
           
           
           
           
           
           

           

 

資料 3 点数換算表（続き） 
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厚生労働科学研究費補助金（統計総合研究事業） 

「地域包括ケアシステムにおいて活用可能な国際生活機能分類（ICF）による 

多領域にまたがる評価手法の確立に資する研究」 

令和 2 年度 分担研究報告書 

 

地域包括ケアで活用する ICF コアセットの検討 
 

研究分担者 小松雅代（大阪大学大学院医学系研究科社会医学講座環境医学） 
 
 
研究要旨 
人々が地域において療養生活を行う際のアセスメントとして、環境要因は重要な評価項

目のひとつである。本研究は、地域包括ケアにおいて考慮すべき環境要因について ICF の

構成要素の１つである「環境因子（Enviromental Factors）」に着目し、評価項目を検討す

ることを目的とした。 
評価尺度の項目を ICF のコーディングを行うことで、評価尺度が ICF のどの構成要素に

該当するかを明らかにすることができる。分析を行った 37の評価尺度のうち「環境因子（e）」
が含まれていたのは 9 つであった。また、評価尺度は ICF の構成要素「活動と参加（d）」、
「身体構造（s）」、「心身機能（b）」、「環境因子（e）」がいくつかの組み合わせにより構成

されていた。今後は、地域包括ケアにおいて必要な環境因子について、それら評価尺度を

用いて「活動と参加」、「身体構造」、「心身機能」と「環境因子」がどのように相互作用を

働き、生活機能にどう影響を与えているについて科学的な分析を行う必要がある。   
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A. 研究目的 
ICF の概念では、健康状態は 3 つの生活

機能と 2 つの背景因子から捉えている。そ

のうち「環境因子（e）」は生活機能に影響

を与える背景因子のひとつであり、特に「活

動と参加（d）」への影響が大きい因子であ

る。ICF における環境因子とは、「人々が生

活し、人生を送っている物的な環境や社会

的環境、人々の社会的な態度による環境を

構成する因子のことである」1)と WHO より

定義されている。 
本研究は、ICF の視点から物的側面や社

会的側面を含む「環境因子」がどの程度評

価尺度の項目に含まれているのかを分析し、

今後の「活動と参加」、「身体構造（s）」、「心

身機能（b）」と「環境因子」の関連と評価

に関する基礎資料とすることを目的とする。 
 
B．研究方法 

37 の評価尺度と、地域包括ケアに関連す

る要介護認定、老研式活動能力指標

TMIG-index （ Tokyo Metropolitan 
Institute of Gerontology-index）、認知機能

検 査 の MMSE （ Mini-Mental State 
Examination）、ZARIT 介護負担尺度の 4
つの評価尺度を用いて、それぞれの評価尺

度について ICF のコーディングを実施し、

評価尺度の構造について分析を行った。 
 
C．研究結果 

37 の評価尺度のうち、35 は「身体構造」

のコードを構成していた。続いて、「活動と

参加」は 33、「心身機能」は 32、「環境因子」

は 9 が評価尺度に構成されていた。ICF の

4 つの構成要素すべてを含む評価尺度は 8
つであった。最も多い組み合わせは、「心身

機能」、「身体構造」、「活動と参加」を含む

尺度であった(表)。 
地域包括ケアに関連のある評価尺度の要

介護認定は、「心身機能」、「身体構造」「活

動と参加」のコードが多くを占めていた。

TMIG-index は、「活動と参加」のコードの

みであった。MMSE は、「心身機能」のみ

で構成されていた。ZARIT は、「心身機能」、

「活動と参加」、「環境因子」から構成され

ていたが、ICF コードを定義できない項目

も多かった。 
 

D．考察 
今回分析を行った評価尺度は、「環境因

子」項目が含まれている割合は低かった。

評価尺度を用いる目的は、人々の疾患のス

クリーニングや診断補助としていることか

ら、「身体構造」や「心身機能」の項目が占

める割合が高いことが窺える。 
評価尺度には、人々の生活全般に関与す

る「活動と参加」に関する項目も多く構成

されていた。「活動と参加」の構成要素には、

実際に行われているかという実行状況と、

できるかどうかという能力の 2 つの評価点

が存在する。評価尺度の多くは、後者を示

していると考える。「活動と参加」の実行状

況は、個人の現在の環境のもとで行えてい

るかを評価するものである。そのため、物

理的側面や社会的側面、人々の社会的態度

の側面等すべての環境因子の側面が影響す

るため、「活動と参加」と「環境因子」との

関連が重要となる。 
しかし、今回分析を行った評価尺度の多

くは「環境因子」は含まれていなかった。

そのため、個人の「活動と参加」を評価す

る際は、「環境因子」をプラスした実行状況

の評価方法が必要である。さらに、「環境因

子」は促進因子にも阻害因子にもなりうる

ものであり、対象者にとって活動と参加に

影響を与える因子を適切に抽出することが

求められる。 
 
E．結論 
評価尺度を用いて個々の疾患や健康状態

等の程度を評価することや、約 1500 の ICF
コードを用いて個人の機能と能力を系統的

に分類し、数値化することは可能である。

しかし、その数値は疾患や個人の環境に応

じて変化しうるし、同じ疾患であっても環

境により異なった影響を与えることになる。

ICF の各構成要素について、何が相互作用

として働いているのか、生活機能に影響を

与える因子が何かについて科学的分析を行

い、地域包括ケアに必要な情報を明示する

ことが必要である。 
 
F．研究発表 
論文発表 
小松雅代．ICF の活用の現状と今後の展望．

日本診療情報管理学会誌．2021;32(4):3-8. 
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学会発表 
なし 
 
G．知的財産権の出願・登録状況 
特許情報 
なし 
 
実用新案登録 
なし 
 
その他 
なし 
 
参考文献 
１）ICF 国際生活機能分類－国際障害分類

改訂版－：世界保健機関（WHO）,中央法

規, 2008. 
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表 評価尺度と ICF の構成要素 

 

背景因子

心身機能 身体構造 活動と参加 環境因子

（b） （s） (d) （e）

1 AIMS（Arthritis Impact Measurement Scale） 〇 〇 〇 〇

2 FLP (Functional Limitations Profile) 〇 〇 〇 〇

3 LIFE-H (The Assessment of Life Habits) 〇 〇 〇 〇

4 MDS (Model Disability Survey) 〇 〇 〇 〇

5 QLI (Quality of life index) 〇 〇 〇 〇

6 The Washington Group 〇 〇 〇 〇

7 WHOQOL(The World Health Organization Quality of  Life) 〇 〇 〇 〇

8 自己実現評価シート 〇 〇 〇 〇

9 Barthel Index 〇 〇 〇

10
DASC-21 （The Dementia Assessment Sheet for
Community-based Integrated Care System-21）

〇 〇 〇

11 DLQI(Dermatology Life Quality Index) 〇 〇 〇

12 EQ-5D (EuroQOL 5 Dimensions) 〇 〇 〇

13 FIM (Functional Independence Measure) 〇 〇 〇

14 GOHAI (General Oral Health Assessment Index) 〇 〇 〇

15 Skindex29 〇 〇 〇

16 Hamilton Depression Scale 〇 〇 〇

17
HHIE-S (Hearing Handicap Inventory for the Elderly
Screening Version )

〇 〇 〇

18 ICF REHABILITATION SET 〇 〇 〇

19 LHS (London Handicap Scale) 〇 〇 〇

20 MMSE（Mini-Mental State Examination） 〇 〇 〇

21 NEIVFQ-25 〇 〇 〇

22 ODI (Oswestry Disability Index) 〇 〇 〇

23 Pain Disability Index 〇 〇 〇

24 RDQ (Roland-Morris Disability Questionnaire) 〇 〇 〇

25 SDS (Self-Rating Depression Scale) 〇 〇 〇

26 SF-36 (MOS 36-Item Short-Form Health Survey) 〇 〇 〇

27 SIP (Sickness Impact Profile) 〇 〇 〇

28 WHODASⅡ 〇 〇 〇

29 介護保険認定 〇 〇 〇

30 BIC-11 (Burden Index of Caregiber) 〇 〇

31 GDS（Geriatric Depression Scale） 〇 〇

32 ZARIT 〇 〇

33 Lawton Index 〇 〇

34 LSNS (Lubben Social Network Scale) 〇 〇

35
TMIG-index(Tokyo Metropolitan Institute of Gerontology-
index）

〇 〇

36 Vitality Index 〇 〇

37 DRP（Diabetes Recognition Program） 〇
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